
令和６年第４回取手市議会定例会議事日程（第１号）

令和６年１２月２日（月）午前１０時開議

日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第２ 会期の決定

日程第３ 諸般の報告

日程第４ 承認第 ４号 取手市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条

例の専決処分の承認について

日程第５ 承認第 ５号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第７号）の専決処分

の承認について

日程第６ 議案第６６号 取手市監査委員条例及び取手市長等の損害賠償責任の一

部免責に関する条例の一部を改正する条例について

日程第７ 議案第６７号 取手市行政組織条例の一部を改正する条例について

議案第６８号 取手市手数料条例の一部を改正する条例について

議案第６９号 取手市奨学基金条例の一部を改正する条例について

議案第７０号 取手市奨学金貸付条例の一部を改正する条例について

議案第７１号 市道路線の認定について

議案第７２号 市道路線の変更について

議案第７３号 指定管理者の指定について

議案第７４号 指定管理者の指定について

日程第８ 議案第７５号 令和６年度取手市一般会計補正予算（第８号）

議案第７６号 令和６年度取手市国民健康保険事業特別会計補正予算（第

２号）

議案第７７号 令和６年度取手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号）

議案第７８号 令和６年度取手市介護保険特別会計補正予算（第２号）

日程第９ 請願第 ４号 脳脊髄液減少（漏出）症医療改善を求める意見書を国及び

茨城県に提出することを求める請願書

請願第 ５号 情報公開・公文書管理の改善を求める請願書

日程第 10 委員会提出議案

第 ２ 号

取手市議会会議規則の一部を改正する規則について

委員会提出議案

第 ３ 号

取手市議会委員会条例の一部を改正する条例について

日程第 11 市政に関する一般質問

①染谷 和博 議員

②鈴木 三男 議員

③山野井 隆 議員



地方自治法第１２１条により令和６年第４回定例会への出席を求めた者及び委任を受けた説明員

１．出席を求めた者
取 手 市 長 中 村 修

取 手 市 教 育 委 員 会 教 育 長 石 塚 康 英

取 手 市 農 業 委 員 会 会 長 倉 持 光 男

２．委任を受けた説明員

副 市 長 伊 藤 哲

副 市 長 黒 澤 伸 行

総 務 部 長

選 挙 管 理 委 員 会 書 記 長

政 策 推 進 部 長 齋 藤 嘉 彦

財 政 部 長 田 中 英 樹

福 祉 部 長 鈴 木 文 江

健 康 増 進 部 長 彦 坂 哲

ま ち づ く り 振 興 部 長 野 口 昇

建 設 部 長 渡 来 真 一

都 市 整 備 部 長 浅 野 和 生

会 計 管 理 者

会 計 課 長 事 務 取 扱
石 塚 幸 夫

総 務 部 次 長

安 全 安 心 対 策 課 長 事 務 取 扱
立 野 啓 司

総 務 部 次 長

人 事 課 長 事 務 取 扱
軽 部 幸 雄

財 政 部 次 長

公 共 施 設 整 備 課 長 事 務 取 扱
原 部 英 樹

財 政 部 次 長

納 税 課 長 事 務 取 扱
飯 竹 永 昌

福 祉 部 次 長

社 会 福 祉 課 長 事 務 取 扱
下 田 浩

福 祉 部 次 長

こ ど も 政 策 室 長 事 務 取 扱
佐 藤 睦 子

健 康 増 進 部 次 長

保 健 セ ン タ ー 長 事 務 取 扱
助 川 直 美

ま ち づ く り 振 興 部 次 長

産 業 振 興 課 長 事 務 取 扱
海 老 原 輝 夫

建 設 部 次 長

道 路 建 設 課 長 事 務 取 扱
森 川 和 典

都 市 整 備 部 次 長

区 画 整 理 課 長 事 務 取 扱
稲 葉 克 彦

総 務 部 総 務 課 長

選挙管理委員会書記長補佐
松 崎 剛

情 報 管 理 課 長 岩 﨑 弘 宜

市 民 協 働 課 長 海 老 原 充

市 民 課 長 安 田 徹 也

取 手 支 所 長 染 谷 和 之

藤 代 総 合 窓 口 課 長 田 村 牧 子

総 務 課 副 参 事

選挙管理委員会主任書記
土 谷 靖 孝

人 事 課 副 参 事 山 下 拓

政 策 推 進 部 政 策 推 進 課 長 髙 中 誠

秘 書 課 長 印 藤 智 徳

魅力とりで発信課長 数 藤 弘 人

文 化 芸 術 課 長 飯 山 貴 与 子

財 政 部 財 政 課 長 谷 池 公 治

管 財 課 長 丸 山 博

課 税 課 長 稲 村 忠 弘

管 財 課 副 参 事 渡 辺 光 明

福 祉 部 高 齢 福 祉 課 長 秋 山 和 也

障 害 福 祉 課 長 鈴 木 哲 也

子 育 て 支 援 課 長 三 浦 雄 司

社 会 福 祉 課 副 参 事 根 本 真 人

高 齢 福 祉 課 副 参 事 井 橋 久 美 子

健 康 増 進 部 健康づくり推進課長 香 取 美 弥

国 保 年 金 課 長 関 口 勝 己

保健センター副参事 柳 和 恵

ま ち づ く り

振 興 部

農 政 課 長 染 谷 久

環 境 対 策 課 長 木 村 太 一

火 葬 場 組 合 事 務 局

担 当 課 長
牧 野 孝 浩

環 境 対 策 課

環 境 政 策 室 長
吉 田 卓 也

建 設 部 管 理 課 長 山 田 哲 也

排 水 対 策 課 長 飯 塚 稔

水 と み ど り の 課 長 蛯 原 一 雄

道 路 建 設 課 副 参 事 星 加 英 利

水とみどりの課副参事 仁 杉 繁 隆

都 市 整 備 部 都 市 計 画 課 長 大 久 保 益 雄

建 築 指 導 課 長 田 中 健 士

中心市街地整備課長 中 村 有 幸

都 市 計 画 課

都 市 政 策 推 進 室 長
中 村 大 地

区 画 整 理 課 副 参 事 中 野 潤 一

会 計 課 会 計 課 副 参 事 山 田 英 紀

取 手 市 選 挙 管 理 委 員 会 委 員 長 河 口 優 子

取 手 市 代 表 監 査 委 員 石 橋 大 輔

取 手 地 方 公 平 委 員 会 委 員 長 大 峰 芳 樹



教 育 委 員 会 教 育 部 長 井 橋 貞 夫

教 育 参 事 鈴 木 邦 弘

教 育 次 長

教育総務課長事務取扱
斉 藤 理 昭

教 育 次 長

学 務 課 長 事 務 取 扱
直 井 徹

保 健 給 食 課 長 大 野 篤 彦

指 導 課 長 丸 山 信 彦

指 導 課 長

教育総合支援センター長
笠 井 博 貴

生 涯 学 習 課 長 塚 本 豊 康

子 ど も 青 少 年 課 長 長 塚 逸 人

ス ポ ー ツ 振 興 課 長 大 隅 正 勝

図 書 館 課 長 樋 口 康 代

ふ じ し ろ 図 書 館 長 蛯 原 雅 己

農 業 委 員 会 事 務 局 長 浜 野 彰 久

監 査 委 員 事 務 局 長

取 手 地 方 公 平 委 員 会 事 務 局 長
鈴 木 正 美

消 防 本 部 消 防 長 岡 田 直 紀

次 長

総 務 課 長 事 務 取 扱
仲 村 厚

予 防 課 長 満 健 一

警 防 課 長 中 村 幸 男

取 手 消 防 署 長 稲 葉 敦

戸 頭 消 防 署 長 吉 田 大 祐

吉 田 消 防 署 長 竹 宗 良 太

椚 木 消 防 署 長 大 越 勇

警 防 課 副 参 事 新 倉 正 勝



日次 期　日 曜日 会議 時　刻 議　　　事

1 12月2日 月 本会議 午前10時

開会、議案上程　
一部議案質疑・討論・採決
請願上程・説明・質疑・付託
一般質問（染谷・鈴木・山野井議員）

2 12月3日 火 本会議 午前10時
一般質問（石井・久保田・海東・入江・古谷・
関川議員）

3 12月4日 水 本会議 午前10時
一般質問（根岸・佐藤・小堤・加増・遠山・
落合議員）

4 12月5日 木 本会議 午前10時
一般質問（岡口・長塚・本田・杉山・細谷・
佐野議員）

5 12月6日 金 本会議 午前10時 議案質疑・付託

6 12月7日 土 休 会

7 12月8日 日 休 会

8 12月9日 月 委員会 午前10時 総務文教常任委員会

9 12月10日 火 委員会 午前10時 福祉厚生常任委員会

10 12月11日 水 委員会 午前10時 建設経済常任委員会

11 12月12日 木 委員会 午前10時 議会運営委員会

12 12月13日 金 本会議 午前10時 委員長報告・質疑・討論・採決

12月14日
～

12月24日
休 会 議事整理日

24 12月25日 水 本会議 午前10時 議案上程・提案理由説明・質疑・討論・採決・閉会

令和６年第４回取手市議会定例会 会期日程



令和６年１１月２６日

取手市議会議長 殿

取手市議会議員 赤羽 直一

一部事務組合議会の報告

常総地方広域市町村圏事務組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その

概要について報告いたします。

記

１．令和６年第２回定例会

（１）日 時 令和６年１０月１５日（火）１５：３０～１６：３９

（２）内 容 下記のとおり

番 号 議案及び内容 結 果

報告第２号 専決処分事項の報告について

（つくばみらい消防署救急車の物損事故に係る損害賠償の額を

定め和解すること）

【内容】

本年５月31日、午前８時45分頃、救急業務を終え、帰署途上、

つくばみらい市豊体地内において県道常総取手線を南進中、反対

車線右側にあるガソリンスタンドから渋滞の間隙を縫い軽乗用車

が出てきたため、気付くのが遅れ衝突し、更には相手車両が前方

に停車していた第三者車両に接触した三重衝突物損事故を起こし

たものである。

この事故による責任割合は、組合側過失が20％、相手側が80％

となり、第三者分の損害があるため、当組合が相手に35,071円、

そして第三者に割合相当分額の21,713円を支払い、相手側が組合

に対し178,015円を支払うことで和解が成立し、８月28日付けで

専決処分した。

報 告



議案第11号 常総広域地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例について

【内容】

現在、常総広域地域交流センターにおいては、営利を目的として

の施設使用を制限しているが、利用率及び収益向上の観点から、施

設の管理運営に支障のない範囲で営利を目的としての使用ができ

るよう改正を行う。

本改正は、公布の日から施行する。

原案可決

議案第12号 令和５年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計歳入歳出決

算の認定について

【内容】

令和５年度一般会計決算は、収入済額72億 1,276 万 6,823

円、支出済額64億 7,532万 8,795円で、歳入と歳出の差引額

７億3,743万 8,028円を翌年度に繰り越した。

歳入の主なものは、関係市町負担金58億 2,305万９千円で、

歳入全体の80.7％を占めている。

歳出の主なものは、衛生費で常総環境センターの運営管理費

及び放射性物質を含む指定廃棄物の管理費として21億 264万

5,441円を支出した。衛生費は歳出全体の32.5％である。

消防費では、消防・救急業務に26億 8,683 万 6,913円を支

出した。このうち81.3％が人件費である。消防費は歳出全体

の41.5％である。

認定



２．令和６年第３回全員協議会

（１）日 時 令和６年１０月１５日（火） １５：００～１５：１１

（２）内 容 下記のとおり

報告事項

１ （仮称）みらい平消防署新庁舎建設事業の進捗状況について

このたび、一部賃借を含めた用地取得の目途が立ったので報告する。

まず、緑色で示した①から④、地権者２名については、目安として50年間の賃借契約を締結

し、赤色で示した⑤から⑧、地権者４名については、当組合で土地を買い取り、既に所有権は

当組合に移転している。

今後については、埋蔵文化財の試掘調査及び地質調査、そして消防庁舎の概要、仕様、費用

概算等を含めた基本設計の準備を進めるとともに、併せて地域住民への説明会を開催する予定

である。

議案第13号 令和６年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第

２号）について

【内容】

令和６年度一般会計予算について、変更を加える必要が生じ

たため、補正予算を調製する。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ３億1,039万３千円の増額

である。

歳入の主なものは、決算認定に伴う繰越金の増額である。

歳出の主なものは、総務費と衛生費における人事異動に伴う

人件費の増額、衛生費で加熱管更新工事完了に伴う委託料の組

替えと発電量計測システム設置工事費の増額である。また、当

該工事については繰越明許費とする。

原案可決



※買取り用地については、常総地方広域市町村圏事務組合に所有権移転済み

２ 常総環境センター廃棄物処理施設整備等基本構想について

廃棄物処理施設は、全国的には稼働年数16年から25年で延命化工事が実施され、施設の平

均供用年数は約30年が平均となっている。

常総環境センターは施設稼働後12年を経過しており、令和６年度・７年度の２か年で既存施

設の延命化のための基幹改良工事の実施、または更新等に関する各種検討を行い、組合におい

て最も適した施設整備に関する基本方針を定めた基本構想の策定を進めている。策定に当たっ

ては、専門知識を有するコンサルタント会社により各種内容を整理したうえで基本構想策定委

員会において確認・調整し策定していく。

第１回基本構想策定委員会は令和６年８月30日に開催し、今後の検討に当たっては下記の検

討ケースにより各種内容を整理していくことを確認した。

なお、地元の委員から、基幹改良又は現建屋内での処理方式変更は認めるが、更新の場合は

守谷市を除く３市のいずれかで更新することが要望された。

契 約 番 号 面 積 地権者

借 地

① 1,815.67㎡
地権者１

② 949.55㎡

③ 1,510.14㎡
地権者２

④ 671.81㎡

小 計 ①～④ 4,947.17㎡ 地権者 ２名

買取り

⑤ 1,521.03㎡ 地権者３

⑥ 574.48㎡ 地権者４

⑦ 409.95㎡ 地権者５

⑧ 72.07㎡ 地権者６

小 計 ⑤～⑧ 2,577.53㎡ 地権者 ４名

合 計 ①～⑧ 7,524.70㎡ 地権者 ６名



検討ケース

３ グリーン電力証書事業について

常総環境センターで発電した電力のうち、当センター及び隣接する組合施設で消費する自家

消費電力の環境価値を「グリーン電力証書」として発行することで売却可能であるため、グリ

ーン電力証書事業を推進する。

グリーン電力証書は、地球温暖化対策推進法に基づく「グリーンエネルギーＣＯ２削減相当

量認証制度」のうち、環境価値の排出削減量として販売活用できるもので、当センターで焼却

するごみのバイオマス比率が50％を安定的に超えていることから、当該制度を活用できる。ま

た、グリーン電力証書は、国の認証を受けた「認証発行事業者」でなければ発行できないため、

認証発行事業者との間で環境価値のグリーン電力供給契約を締結し事業を進める。さらに、グ

リーン電力として認証を受けるためには、自家消費電力を計測する電力量計システムの設置が

必要であることから、設置工事を共通休炉期間である令和７年５月から６月で実施する。

なお、当センターで発電し、自家消費しない余剰電力は、環境価値も含めて東京電力エナジ

ーパートナー株式会社に売却している。

〇グリーン電力証書事業に係る試算（令和５年度実績による）

歳入（年間）

グリーン電力量 10,411,091 kWh

売却益

（参考買取単価）

7,808,318円

(@0.75円/kWh)

歳出（初期費用） 工事費 7,065,300円



令和６年１１月２７日

取手市議会議長 殿

取手市議会議員 根岸 裕美子

一部事務組合議会の報告

茨城県南水道企業団議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概要につい

て報告いたします。

記

１．全員協議会

（１）会議開催日 令和６年１０月３日

（２）内 容

茨城県水道事業広域連携に係る報告

・茨城県内における広域連携の進捗状況及び今後の予定

・水道事業の経営の一体化に関する基本協定の内容→今後、素案が示される見込み

・経営の一体化及び施設最適化に係る意向確認について

・現在の県・県南圏域における事業状況と民間団体による水道事業の将来展望について

・茨城県による水道事業の将来展望

・今後の検討課題

・他の都道府県の状況

２．行政視察研修

（１）視察研修日 令和６年１１月７日

（２）内 容

富山県高岡市上下水道局：令和６年能登半島地震による水道施設の被害からの復旧の現状に

ついて

１ 能登半島地震による水道施設の被害状況

２ 伏木地区における早期断水解消の検証

３ 重要施設配水管の耐震化

４ 他事業体からの応援給水活動

５ その他（災害時の避難所の状況と現在の防災・減災への取組状況について）



令和６年１１月２６日

取手市議会議長 殿

取手市議会議員 杉山 尊宣

一部事務組合議会の報告

龍ケ崎地方衛生組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概要につい

て報告いたします。

記

○令和６年第４回龍ケ崎地方衛生組合全員協議会

１．会議開催日 令和６年１０月１７日

２．内 容

協議事項

（１）令和６年第２回組合議会定例会提出案件の説明

① 議案第１号 令和５年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計歳入歳出決算について

② 議案第２号 令和６年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計補正予算（第２号）

③ 議案第３号 令和７年度龍ケ崎地方衛生組合分賦金割合について

【質疑】３議案ともに質疑なし

（２）その他

・事務局より 脱臭装置、生物脱臭塔破損の件について、その後の状況について報告

・自治功労者表彰式の開催についてのお知らせ

・11月21日、22日の議会視察研修について報告



○令和６年第２回龍ケ崎地方衛生組合議会定例会

１．会議開催日 令和６年１０月２８日

２．内容

① 議案第１号 令和５年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計歳入歳出決算について

② 議案第２号 令和６年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計補正予算（第２号）

③ 議案第３号 令和７年度龍ケ崎地方衛生組合分賦金割合について

議事日程

日程第１ 会期決定の件

今期定例会の会期は、本日１日と決定

日程第２ 会議録署名議員の指名

会議録署名議員は、会議規則第78条の規定により、10番杉山尊宣議員、21番小泉嘉忠議員

日程第３ 議案第１号から議案第３号まで、以上３案件を一括議題

・議案第１号 令和５年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計歳入歳出決算について

歳出合計として、予算現計４億3,417万9,000円に対し、支出済額が３億6,933万8,395円、

繰越明許費1,511万2,000円で、2,282万4,605円の不用額が生じており、90.69％の執行率。

・議案第２号 令和６年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計補正予算（第２号）について

本案については、既定の予算総額に歳入歳出それぞれ1,295万9,000円を追加し、歳入歳出

予算の総額を４億6,281万8,000円とするもの。

・議案第３号 令和７年度龍ケ崎地方衛生組合分賦金割合について

令和７年度の分担金は、今年度と同様に一般経費分のみの負担となり、その分賦金割合につ

いては、均等割５％、実績割95％に定めようとするもの。

・令和５年度龍ケ崎地方衛生組合一般会計歳入歳出決算について、監査委員から審査結果の報

告（井原正光監査委員から報告）

・議案第１号から議案第３号までの議案に対する質疑

質疑の通告なし

・討論 なし



・採決

議案第１号 原案のとおり認定（異議なし）

議案第２号 原案のとおり可決（異議なし）

議案第３号 原案のとおり可決（異議なし）

日程第４ 一般質問

・質問の通告なし

日程第５ 議員派遣の件

・議員を派遣することに決定（異議なし）

閉会



○龍ケ崎地方衛生組合議会視察

１．視察日 令和６年１１月２１日～２２日

２．内容

■１１月２１日

広島県東広島にある広島中央環境衛生組合、広島中央エコパークし尿処理施設での研修を行っ

た。広島中央エコパークは東広島市、竹原市及び大崎上島町の可燃ごみ、東広島市及び竹原市の

し尿を処理している。４つの特徴として、資源循環・エネルギー利用、環境学習、自然と地域の融

合、災害対応などの基本理念に基づき、最終処分場ゼロを達成した先進的な施設だった。

■１１月２２日

東広島市役所において、東広島市地域政策課による東広島市の人口減少対策などについて伺っ

た。

地域資源の活用、観光資源の活用、先端産業の集積、高速交通体系、支援との調和、住民自治協

議会との連携などの様々な特色を深め、移住促進、定住を推進している。

現在まで人口を順調に伸ばしてはいるが、一部の地域を除き市内の多くの地域は高齢化や人口

減少が続いており、地域別に対策を考えている。

■視察事項

１ 地域に活性化をもたらす特性を活かしたまちづくり

・地域課題の解決のための地域の取組への支援

・地域活性化のための地域の取組への支援

・地域活性化のための行政の取組

２ 地域内経済循環の拡大による地域経済の活性化

・地域内での地元産品の消費拡大

・地域内での生産の強化

・地域外からの所得流入の拡大、所得流出の抑制

３ 人口の流出抑制・流入促進と地域コミュニティの活用

・移住定住の情報発信、相談体制の確保

・住みやすい環境の整備

・子育てと教育の環境の充実

・買い物・生活サービス・医療など生活利便性の改善

・交通ネットワークの改善



令和６年１１月２１日

取手市議会議長 殿

取手市議会議員 小 堤 修

一部事務組合議会の報告

取手地方広域下水道組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概要に

ついて報告いたします。

記

１．会議開催日 令和６年１０月２２日～２４日

２．会議等名称 下水道先進地視察

３．内容 以下、視察概要のとおり。

視察概要

１日目（１０月２２日） 旭川市下水処理センター

①下水汚泥資源の肥料化に向けた取組について

汚泥の肥料利用については、現在脱水汚泥と燃焼灰という形態で埋立てやセメント原料と

して処理している。今後、下水資源を有効利用した地域の資源循環型農業の実現及び持続的

な発展を目指し検討しているとのことである。

しかし、課題として第１に、下水汚泥肥料の地域需要の把握ができず、下水汚泥肥料が知

られていないことから、ＰＲと理解の促進及び汚泥肥料の利用について機運を醸成する必要

がある。第２に、菌体りん酸肥料の肥料登録事例や利用に関する情報が少なく未確定な要素

が多いことが挙げられる。

このような課題に対し、市内ＪＡ、市農政部農業振興課、下水道施設課及び下水処理セン

ターが会して、支援内容と今後の予定について意見交換等が進められている。

②広域化・共同化について

旭川広域圏下水道は、１市５町から成り石狩川など多くの河川が流れる上川盆地に位置し、

昭和４０年代に高度経済成長に伴う公共用水域の水質汚濁が問題になり、下水道整備の必要

性が高まってきたことから、いち早く着手していた旭川市と５町が整備に関する協議検討を

開始した経緯がある。５町とも旭川市より河川の上流に位置することから最も下流の旭川市

の処理場を集約することとした。昭和５２年に旭川広域圏下水道協議会が発足し、５６年に

基本協定が締結され、今に至って事業が継続している。



③ウォーターＰＰＰ実現に向けての取組について

「ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン」については、既に包括的民間委託により管理保守

業務を実施していること、管路施設の維持管理や管内清掃業務や修繕業務も民間委託してい

ることから、国が示す下水道施設全体を対象施設とするためには、民間委託の統合を考えて

いく必要がある。

しかし、受注業種の差異、実施可能な対象業務の選定、企業への丁寧な説明を図りながら、

市内部の合意形成に努めていかなければならないとのことである。

次に施設を見学した。聞くところによると、当該施設周辺は、冬季の積雪が２～３ｍに達

するとのことで、沈砂池、最初沈殿池、反応タンク、最終沈殿池等の下水処理施設は、すべ

て地下にあり積雪の影響が無いようになっていた。そのため、地下処理施設は、常時１４～

１５度とのことである。広大な処理施設であることから、地下通路の所々には自転車が配置

されていた。係員の方の丁寧で分かりやすい説明により、水処理施設及び汚泥処理施設の理

解が深まった。

また、最後に立ち寄った下水資源多目的活用センター（バナナ館）は、汚泥や消化ガス等

下水資源の活用を通じて下水道の有用性をアピールするもので、館内はかなりの熱気でバナ

ナやマンゴー、アボカド等熱帯地方の樹木が栽培されていた。

２日目（１０月２３日） 富良野市水処理センター

○北海道内初のＰＰＡモデルを活用した太陽光発電事業について

事業の経緯として、北海道の中心に位置する富良野市の水処理センターは、全体計画のう

ち未整備の施設があるため未利用地がある。そのため北海道経済部が事業主体となり、エネ

ルギーの地産地消を目的として、富良野水処理センターの未利用地に太陽光発電設備を設置

するスタートアップ事業計画が開始された。

二酸化炭素排出量の削減を主目的とし、市内の小学生が当センターを見学に来ることから

環境教育施設としての役割も果たす。

また、太陽光発電設備の発電量、電力需要量（時間別、日別、月別）等の調査及び事業と

しての評価（費用対効果）を検討し、未利用地全体に太陽光発電設備を設置することで事業

化可能と判断した。

さらに、事業者とのマッチングにより、ＰＰＡ事業者から太陽電池モジュール２８８枚、

コンディショナー２台、契約期間２０年（契約終了後は富良野市に譲渡）という提案があっ

た。発電シミュレーションとしては、年間予想発電量 １３３，１８０ｋｗｈ、ＣＯ２排出

削減量 ８０，０４０ｋｇで使用電力の１３％が再生可能エネルギーに置き換わることが推

測できる。

これらのことから、早い時点から環境担当部局と連携を図り、市長、財政担当者への丁寧

な説明により庁内合意形成が得られた。太陽光発電の導入を検討し始めてから４年の月日を

経て２０２２年７月に発電所の供用が開始された。

稼働状況及び事業効果としては、２０２２年８月～２０２３年７月の発電量は、１４２，

９５７ｋｗｈで、年間予想発電量の１０７％となった。ＣＯ２排出削減量は、７６，１９６

ｋｇであった。１２月から２月は、降雪の影響でシミュレーションよりも発電しないが、モ

ジュールの傾斜角度を３０°として好天日や気温上昇時には雪が落ちるようにした。モジュ



ール前面に雪が堆雪することを考慮し、下端高を１．５ｍとするなど工夫したことで、約３

割の電力料金を節減することが出来ている。

このような取組の結果、事業者が令和５年度「国土交通大臣賞（循環のみち下水道賞）イ

ノベーション部門」を受賞し、関係機関や自治体から注目を浴びている。

３日目（１０月２４日） 恵庭市下水終末処理場

①資源循環・有効利用の取組について

恵庭市は、２９４．６５㎢という広大な面積を有し、「花のまち」として全国的に知られ、

札幌や新千歳空港にもアクセスがよい住みやすいまち、住み続けたいまちとして発展し続け

ている自治体である。

このような恵庭市は、環境への負荷ができるだけ低減される循環型社会の構築が求められ、

昭和５５年に下水終末処理場、平成２４年に生ごみし尿処理場、そして令和２年に焼却施設

が完成し、同一敷地内で廃棄物事業と下水道事業が一体となった循環型ごみ処理システムの

構築が進められている。

安全安心な施設管理及び環境に配慮した運転管理目標値のデータを施設入口の環境モニタ

リング装置で常時公開し、住民への見える化を実施している。

恵庭市エネルギー循環システム～下水とごみの有効利用～ということで、人と自然が共生

する「エネルギー循環システム」を整備していることが、令和３年度「国土交通大臣賞（循

環のみち下水道賞）グランプリ」を受賞している。他事業間連携や官民連携などその取組は、

今後とも関係者間による協力体制の維持や創意工夫、効率化等が必要であるとのことである。

②再生可能エネルギーによるオンサイトＰＰＡ事業の取組について

恵庭市は、令和４年６月に「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、脱炭素社会に向けた取組

を推進していることから、市所管施設で最も電力を消費する恵庭下水終末処理場で、その取

組を行うこととした。このことから、当該施設が有する未利用資源等を活用した再生可能エ

ネルギー発電によるオンサイトＰＰＡ事業を開始するものであり、その事業者を公募してい

くとのことである。

この事業である太陽光発電設備の設置については、降雪による発電量の低下が予測される

ため、平置き以外に処理場建物の壁面にパネルを設置する予定とのことである。

また、事業実施にあたり、２件の補助金採択を受けており、バイオガス発電に加え、ＰＰ

Ａ事業（太陽光発電、令和７年度運転開始予定）による発電量は処理場使用発電量の約９％

となる見込みとのことである。

○視察全体の所感

下水処理施設は、人々の生活と企業の生産活動を支える欠くことのできない重要なライフラ

インである。日本中が人口減少傾向にあり、下水道使用料収入の減少が予測され、老朽施設の

増加と熟練職員の減少などに伴い、人と物と金がアンバランスにならないよう長期的視点をも

って下水道事業を持続可能なものにしていかなければならない。この視察で得た知識や体験を

当組合の発展に反映させていきたい。

その先には、取手市・つくばみらい市の市民の生活がより以上に向上するため、私達議員は

研鑽を怠ることなく務めていかねばならないと改めて思った次第である。



令和６年１１月２０日

取手市議会議長 殿

取手市議会議員 鈴木 三男

一部事務組合議会の報告

利根川水系県南水防事務組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概

要について報告いたします。

記

１．会議開催日 令和６年１１月１９日

２．会議等名称 第２回定例会

３．内 容

（１）令和５年度利根川水系県南水防事務組合一般会計歳入歳出決算について

質疑、討論はなく、採決の結果、全員賛成で可決されました。

（２）令和６年度利根川水系県南水防事務組合一般会計歳入歳出補正予算（第１号）について

質疑、討論はなく、採決の結果、全員賛成で可決されました。



令和６年１１月２６日

取手市議会議長 殿

取手市議会議員 石井 めぐみ

一部事務組合議会の報告

取手市外２市火葬場組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概要に

ついて報告いたします。

記

１．会議開催日 令和６年１０月１６日（水） 午前１０時開会

２．会議等名称 令和６年第２回取手市外２市火葬場組合議会臨時会

３．内 容

■認定第１号 令和５年度取手市外２市火葬場組合一般会計決算の認定について

○中村管理者から提案理由が述べられ、事務局から決算内容の説明

○令和５年度一般会計決算額

・歳入：２億132万8,530円（前年比：76万8,392円増）

※主な歳入：構成市分担金及び火葬室等使用料

・歳出：１億8,768万9,930円（前年比：1,276万1,313円増）

※主な歳出：一般管理費の委託料、負担金補助金及び交付金

施設管理費の需用費、委託料及び工事請負費

・差引：1,363万8,600円（前年比：1,199万2,921円減）

○質疑応答と採決がなされ、令和５年度一般会計決算は原案のとおり認定





請 願 文 書 表

令和６年第４回定例会

受付

番号

受 付

月 日
件 名

請 願 者

（紹介議員）

付 託

委員会

４ 11/20 脳脊髄液減少（漏出）症医療

改善を求める意見書を国及び

茨城県に提出することを求め

る請願書

茨城県筑西市藤ヶ谷1213-１

脳脊髄液減少（漏出）症our Wish

代表 篠原 克子

（杉山 尊宣）

（本田 和成）

（落合信太郎）

福祉厚生

５ 11/21 情報公開・公文書管理の改善

を求める請願書

取手市新町４-19-５

取手駅前開発を考える会

比嘉 恒雄 ほか１人

（加増 充子）

総務文教



脳脊髄液減少（漏出）症医療改善を求める意見書を

国及び茨城県に提出することを求める請願書

紹介議員 杉山 尊宣 本田 和成 落合信太郎

・請願趣旨

この病態は、脳脊髄液が何らかの原因で硬膜外に漏れ出す、又は脱水などで髄液が減少し

てしまい、起立性頭痛、頚部痛、悪心、めまい、耳鳴り、聴覚過敏、光過敏、視機能障害、

うつ、全身の倦怠感、ふらつき、高次脳機能障害などがおこります。発症の原因としては交

通事故等の外傷を要因とするものや、遺伝疾患などで発症すると言われています。更に原因

不明の頭痛やめまい、倦怠感を訴えている不登校の児童生徒や起立性調節障害と診断された

が治療しても改善しない児童生徒の中には、脳脊髄液減少（漏出）症が原因の可能性があり

ます。しかし、この病気は通常の検査では診断が出来ず、専門医が髄液漏れの診断可能な検

査（放射性同位元素検査）をして診断されるため発見が非常に難しいのが現状です。現在ま

で、茨城県内には脳脊髄液減少（漏出）症の専門医が在籍した病院がありません。そのため、

県外の遠方の病院まで何時間もかけて通院せざるを得ませんが、脳脊髄液減少（漏出）症の

患者は起立位や座位で症状が悪化するため通院のための長時間の移動は非常に厳しく辛い

のです。その上、この病気の大変なところは完治が無く長期間において症状が続き、長期的

ケアが必要なことです。唯一漏れを止める治療のブラッドパッチ療法をしても漏れはなかな

か塞がらず、複数回行うことが一般的です。しかし、県内では保険適用で長期間にわたり病

態などを総合的に経過観察を出来る医療施設が無いのが現状です。脳脊髄液減少（漏出）症

患者は全国に数十万人いるといわれ、多くが難治性の患者です。しかし、難治性の患者の確

立した治療法も無ければ、難病指定もされていません。連日昼夜問わず続く頭痛に効果のあ

る薬は無く、苦しんでいる患者は半数以上です。早急に難治性の患者の救済をするために、

新しい治療法の研究、そして、難治性の長期疾患患者の難病指定を望みます。難治性の患者

だけでなく患者家族も限界であり、早急に対応してください。以上の趣旨から、下記事項を

請願します。

・請願事項

１ 茨城県内に専門医のいる拠点となる病院を一か所確保するように県に求める意見書

を提出すること。

２ 厚生労働省においては国の研究機関で難治性の患者の診断基準の確立を急ぎ、治療

方法の開発研究をし、治療体制を整える事、更に難治性の長期疾患患者を指定難病へ

追加する事を要望する旨の意見書を国へ提出すること。

以上、地方自治法第124条の規定により請願いたします。

令和６年１１月２０日

請願者代表

住所 茨城県筑西市藤ヶ谷1213-１

氏名 脳脊髄液減少（漏出）症our Wish

代表 篠原 克子

取手市議会議長 殿

請願 第４号

受付 令和６年１１月２０日



情報公開・公文書管理の改善を求める請願書

紹介議員 加増 充子

・請願趣旨
取手市情報公開条例は「市民の知る権利を保障することにより、公正で民主的な市政の推
進を図り、もって市の行政活動を市民に説明する責務が全うされるようにすると共に、市民
の市政への参画の推進と開かれた市政の実現に資する」ことを目的としています。すなわち、
市が説明責任を果たすことが、市民の市政参画を進め開かれた市政の実現が進むというもの
です。また、情報公開条例は、情報の定義を「職員が職務上作成し、又は取得した文書、図
画及び電磁的記録」と定めています。一方、文書管理規則は、文書取り扱いの原則に、「事
務の処理は原則として文書で行う」とし、「情報公開及び個人情報の観点から適切な管理及
び保護の措置をしておかなければならない」としています。
公文書管理法は「公文書等は健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源」であり、
「現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにする」ことを目的に定めており、
取手市文書管理も当然それにふさわしい運営が行われるべきものです。しかし、この間の取
手駅西口「Ａ街区再開発事業」と図書館を核とする複合公共施設整備計画の「広報とりで」
の発表、その後の議会での質問と答弁、市民説明会などでの市の説明は、「教育委員会など
関係機関との十分な協議のうえで同意をえた」などとし、「協議を行った記録はあるのか」
と聞かれれば、「記録はないが説明をした」と繰り返すばかりでした。
10月31日の「Ａ街区再開発事業」の都市計画決定案についての公聴会では、公聴会記録
の公開について「録音記録をもとに要約し、報告文書としてまとめ、その後録音データは消
去する」というものでした。公聴会前の10月中旬の市民説明会でも、参加者から「録音デ
ータを消去せず公開するべきだ」との厳しい意見も出されていました。
市民共有の知的財産である行政文書は、主権者市民の知る権利にこたえ説明責任を果たさ
れることを願い、下記の事項について求めます。

・請願事項
１ 諸会議の会議録は要約記録だけでなく、データ記録をとり、文書の保存基準に従っ
てこれを保存すること
２ 「事務の処理は文書によって行う」との原則通りに行い、文書は、情報開示の対象
とすること

以上、地方自治法第124条の規定により請願いたします。
令和６年１１月２１日

請願者代表

住所 取手市新町４-19-５

氏名 取手駅前開発を考える会

比嘉 恒雄 ほか１人

取手市議会議長 殿

請願 第５号

受付 令和６年１１月２１日



委員会提出議案第２号

取手市議会会議規則の一部を改正する規則について

上記の議案を別紙のとおり，取手市議会会議規則第１４条第２項の規定により提出

する。

令和６年１２月２日

取手市議会議長 岩 澤 信 殿

提出者 議 会 運 営 委 員 会

委員長 赤 羽 直 一

提案理由

標準市議会会議規則の改正について，全国市議会議長会において，議会に係る手続

のオンライン化及びオンライン委員会に関する規定の整備や，その他の条項の文言の

整理についての検討が行われたことを踏まえ，標準市議会会議規則を参酌しながら当

市議会においても規定を整備するため，本規則の一部を改正するものです。



取手市議会会議規則の一部を改正する規則

取手市議会会議規則（昭和４５年議会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

目次 目次

第 1章から第 6章まで (略) 第 1章から第 6章まで (略)

第 7章 協議又は調整を行うための場(第

166 条・第 166 条の 2)

第 7 章 協議又は調整を行うための場(第

166 条)

第 8章 (略) 第 8章 (略)

第 9章 補則(第 167 条の 2～第 168 条) 第 9章 補則(第 168 条)

付則 付則

(宿所又は連絡所の届出) (宿所又は連絡所の届出)

第 3条 議員は，別に宿所又は連絡所を定め

たときは，議長に届け出なければならな

い。これを変更したときも，また同様とす

る。

第 3条 議員は，別に宿所又は連絡所を定め

たときは，議長に届け出なければならな

い。これを変更したときもまた同様とす

る。

(議席) (議席)

第 4条 (略) 第 4条 (略)

2 (略) 2 (略)

3 議長は，必要があると認めるときは，討

論を用いないで会議に諮って議席を変更

することができる。

3 議長は，必要があると認めるときは，討

論を用いないで会議にはかって議席を変

更することができる。

4 (略) 4 (略)

(会期中の閉会) (会期中の閉会)

第 7 条 会議に付された事件を全て議了し

たときは，会期中でも議会の議決で閉会す

ることができる。

第 7 条 会議に付された事件をすべて議了

したときは，会期中でも議会の議決で閉会

することができる。

(会議時間) (会議時間)

第 9条 (略) 第 9条 (略)

2 議長は，必要があると認めるときは，会

議に宣告することにより，会議時間を変更

することができる。ただし，出席議員の 3

人以上から異議があるときは，討論を用い

ないで会議に諮って決める。

2 議長は，必要があると認めるときは，会

議時間を変更することができる。ただし，

出席議員の 3 人以上から異議があるとき

は，討論を用いないで会議にはかって決め

る。



3 前項の規定にかかわらず，議長は，会議

中でない場合であって緊急を要するとき

その他特に必要があると認めるときは，会

議時間を変更することができる。

4 (略) 3 (略)

(出席催告) (出席催告)

第 13 条 法第 113 条の規定による出席催告

の方法は，議事堂に現在する議員又は議員

の住所(別に宿所又は連絡所の届出をした

者については，当該届出の宿所又は連絡

所)に，文書又は口頭をもって行う。

第 13 条 法第 113 条の規定による出席催告

の方法は，議事堂に現在する議員又は議員

の住所(別に宿所又は連絡所の届出をした

者については，当該届出の宿所又は連絡

所)に，文書又は口頭をもって行なう。

(議案の提出) (議案の提出)

第 14 条 議員が議案を提出しようとすると

きは，その案を備え，理由を付して，法第

112条第2項の規定によるものについては

所定の賛成者とともに連署し，その他のも

のについては 1 人以上の賛成者とともに

連署して，議長に提出しなければならな

い。

第 14 条 議員が議案を提出しようとすると

きは，その案をそなえ，理由を付け，法第

112条第2項の規定によるものについては

所定の賛成者とともに連署し，その他のも

のについては 1 人以上の賛成者とともに

連署して，議長に提出しなければならな

い。

2 委員会が議案を提出しようとするとき

は，その案を備え，理由を付して，委員長

が議長に提出しなければならない。

2 委員会が議案を提出しようとするとき

は，その案をそなえ，理由を付け，委員長

が議長に提出しなければならない。

(一事不再議) (一事不再議)

第 15 条 議会で議決された事件について

は，同一会期中は，再び提出することがで

きない。

第 15 条 議会で議決された事件について

は，同一会期中は再び提出することができ

ない。

(修正の動議) (修正の動議)

第 17 条 修正の動議は，その案を備え，法

第 115 条の 3 の規定によるものについて

は所定の発議者が連署し，その他のものに

ついては，1人以上の賛成者とともに連署

して，議長に提出しなければならない。

第 17 条 修正の動議は，その案をそなえ，

法第 115 条の 3 の規定によるものについ

ては所定の発議者が連署し，その他のもの

については，1人以上の賛成者とともに連

署して，議長に提出しなければならない。

(先決動議の表決の順序) (先決動議の表決の順序)

第 18 条 他の事件に先立って表決に付さな

ければならない動議が競合したときは，議

長が表決の順序を決める。ただし，出席議

員 3人以上から異議があるときは，討論を

用いないで会議に諮って決める。

第 18 条 他の事件に先立って表決に付さな

ければならない動議が競合したときは，議

長が表決の順序を決める。ただし，出席議

員 3人以上から異議があるときは，討論を

用いないで会議にはかって決める。

(事件の撤回又は訂正及び動議の撤回) (事件の撤回又は訂正及び動議の撤回)



第 19 条 会議の議題となった事件を撤回

し，又は訂正しようとするとき及び会議の

議題となった動議を撤回しようとすると

きは，議会の許可を得なければならない。

ただし，会議の議題となる前においては，

議長の許可を得なければならない。

第 19 条 会議の議題となった事件を撤回

し，又は訂正しようとするとき及び会議の

議題となった動議を撤回しようとすると

きは，議会の承認を要する。

2 議員が提出した事件及び動議につき前項

の許可を求めようとするときは，提出者か

ら請求しなければならない。

2 議員が提出した事件及び動議につき前項

の承認を求めようとするときは，提出者か

ら請求しなければならない。

3 委員会が提出した議案につき第 1項の許

可を求めようとするときは，委員会の許可

を得て委員長から請求しなければならな

い。

3 委員会が提出した議案につき第 1項の承

認を求めようとするときは，委員会の承認

を得て委員長から請求しなければならな

い。

(日程の作成及び配布) (日程の作成及び配布)

第 20 条 議長は，開議の日時，会議に付す

る事件及びその順序等を記載した議事日

程を定め，あらかじめ議員に配布する。た

だし，やむを得ないときは，議長がこれを

報告して配布に代えることができる。

第 20 条 議長は，開議の日時，会議に付す

る事件及びその順序等を記載した議事日

程を定め，あらかじめ議員に配布する。た

だし，やむを得ないときは，議長がこれを

報告して配布にかえることができる。

(日程の順序変更及び追加) (日程の順序変更及び追加)

第 21 条 議長が必要があると認めるとき又

は議員から動議が提出されたときは，議長

は，討論を用いないで会議に諮って，議事

日程の順序を変更し，又は他の事件を追加

することができる。

第 21 条 議長が必要があると認めるとき又

は議員から動議が提出されたときは，議長

は，討論を用いないで会議にはかって，議

事日程の順序を変更し，又は他の事件を追

加することができる。

(延会の場合の議事日程) (延会の場合の議事日程)

第 23 条 議事日程に記載した事件の議事を

開くに至らなかったとき，又はその議事が

終わらなかったときは，議長は，更にその

日程を定めなければならない。

第 23 条 議事日程に記載した事件の議事を

開くに至らなかったとき，又はその議事が

終らなかったときは，議長は，さらにその

日程を定めなければならない。

(日程の終了及び延会) (日程の終了及び延会)

第 24 条 議事日程に記載した事件の議事を

終わったときは，議長は，散会を宣告する。

第 24 条 議事日程に記載した事件の議事を

終ったときは，議長は散会を宣告する。

2 議事日程に記載した事件の議事が終わら

ない場合でも，議長が必要があると認める

とき又は議員から動議が提出されたとき

は，議長は，討論を用いないで会議に諮っ

て延会することができる。

2 議事日程に記載した事件の議事が終らな

い場合でも，議長が必要があると認めると

き又は議員から動議が提出されたときは，

議長は，討論を用いないで会議にはかって

延会することができる。

(選挙の宣告) (選挙の宣告)



第 25 条 議会において選挙を行うときは，

議長は，その旨を宣告する。

第 25 条 議会において選挙を行なうとき

は，議長は，その旨を宣告する。

(不在議員) (不在議員)

第 26 条 選挙を行う際議場にいない議員

は，選挙に加わることができない。

第 26 条 選挙を行なう際議場にいない議員

は，選挙に加わることができない。

(議場の出入口閉鎖) (議場の出入口閉鎖)

第 27 条 投票による選挙を行うときは，議

長は，第 25 条((選挙の宣告))の規定によ

る宣告の後，議場の出入口を閉鎖し，出席

議員数を報告する。

第 27 条 投票による選挙を行なうときは，

議長は，第 25 条(選挙の宣告)の規定によ

る宣告の後，議場の出入口を閉鎖し，出席

議員数を報告する。

(投票用紙の配布及び投票箱の点検) (投票用紙の配布及び投票箱の点検)

第 28 条 投票を行うときは，議長は，職員

をして議員に所定の投票用紙を配布させ

た後，配布漏れの有無を確かめなければな

らない。

第 28 条 投票を行なうときは，議長は，職

員をして議員に所定の投票用紙を配布さ

せた後，配布漏れの有無を確かめなければ

ならない。

2 (略) 2 (略)

(投票) (投票)

第 29 条 議員は，議長の指示に従って，順

次，投票する。

第 29 条 議員は，職員の点呼に応じて順次，

投票を備え付けの投票箱に投入する。

(投票の終了) (投票の終了)

第 30 条 議長は，投票が終わったと認める

ときは，投票漏れの有無を確かめ投票の終

了を宣告する。その宣告があった後は，投

票することができない。

第 30 条 議長は，投票が終ったと認めると

きは，投票漏れの有無を確かめ投票の終了

を宣告する。その宣告があった後は，投票

することができない。

(開票及び投票の効力) (開票及び投票の効力)

第 31 条 (略) 第 31 条 (略)

2 (略) 2 (略)

3 投票の効力は，立会人の意見を聴いて議

長が決定する。

3 投票の効力は，立会人の意見をきいて議

長が決定する。

4 投票の効力に係る法第 118 条第 6 項の規

定による通知に関し必要な事項は，議長が

定める。

(一括議題) (一括議題)

第 35 条 議長は，必要があると認めるとき

は，2件以上の事件を一括して議題とする

ことができる。ただし，出席議員 3人以上

から異議があるときは，討論を用いないで

会議に諮って決める。

第 35 条 議長は，必要があると認めるとき

は，2件以上の事件を一括して議題とする

ことができる。ただし，出席議員 3人以上

から異議があるときは，討論を用いないで

会議にはかって決める。

(議案等の説明，質疑及び委員会付託) (議案等の説明，質疑及び委員会付託)



第37条 会議に付する事件は，第141条((請

願の委員会付託))に規定する場合を除き，

会議において提出者の説明を聴き，議員の

質疑があるときは質疑の後，議長が所管の

常任委員会又は議会運営委員会に付託す

る。ただし，常任委員会に係る事件は，議

会の議決で特別委員会に付託することが

できる。

第 37 条 会議に付する事件は，第 141 条(請

願の委員会付託)に規定する場合を除き，

会議において提出者の説明を聞き，議員の

質疑があるときは質疑の後，議長が所管の

常任委員会又は議会運営委員会に付託す

る。ただし，常任委員会に係る事件は，議

会の議決で特別委員会に付託することが

できる。

2 (略) 2 (略)

3 前 2 項における提出者の説明及び第 1項

における委員会への付託は，討論を用いな

いで会議に諮って省略することができる。

3 前 2項における提出者の説明及び第 1項

における委員会への付託は，討論を用いな

いで会議にはかって省略することができ

る。

(付託事件を議題とする時期) (付託事件を議題とする時期)

第 38 条 委員会に付託した事件は，その審

査又は調査の終了を待って議題とする。

第 38 条 委員会に付託した事件は，その審

査又は調査の終了をまって議題とする。

(委員長の報告及び少数意見者の報告) (委員長の報告及び少数意見者の報告)

第 39 条 委員会が審査し，又は調査した事

件が議題となったときは，委員長がその経

過及び結果を報告し，次いで少数意見者が

少数意見の報告をする。

第 39 条 委員会が審査または，調査した事

件が議題となったときは，委員長がその経

過及び結果を報告し，ついで少数意見者が

少数意見の報告をする。

2 (略) 2 (略)

3 第 1 項の報告は，討論を用いないで会議

に諮って省略することができる。

3 第 1項の報告は，討論を用いないで会議

にはかって省略することができる。

4 (略) 4 (略)

(修正案の説明) (修正案の説明)

第 40 条 委員長の報告及び少数意見者の報

告が終わったとき又は委員会への付託を

省略したときは，議長は，修正案の説明を

させる。

第 40 条 委員長の報告及び少数意見者の報

告が終ったとき又は委員会への付託を省

略したときは，議長は，修正案の説明をさ

せる。

(討論及び表決) (討論及び表決)

第 42 条 議長は，前条の質疑が終わったと

きは討論に付し，その終結の後，表決に付

する。

第 42 条 議長は，前条の質疑が終ったとき

は討論に付し，その終結の後，表決に付す

る。

(委員会の審査又は調査期限) (委員会の審査又は調査期限)

第 44 条 (略) 第 44 条 (略)

2 前項の期限までに審査又は調査を終わら

なかったときは，その事件は，第 38 条((付

託事件を議題とする時期))の規定にかか

2 前項の期限までに審査又は調査を終らな

かったときは，その事件は，第 38条(付託

事件を議題とする時期)の規定にかかわら



わらず，議会において審議することができ

る。

ず，会議において審議することができる。

(委員会の中間報告) (委員会の中間報告)

第 45 条 (略) 第 45 条 (略)

2 委員会は，その審査又は調査中の事件に

ついて，特に必要があると認めるときは，

議会の承認を得て，中間報告をすることが

できる。

2 委員会は，その審査又は調査中の事件に

ついて，特に必要があると認めるときは，

中間報告をすることができる。

(再付託) (再付託)

第 46 条 委員会の審査又は調査を経て報告

された事件について，なお審査又は調査の

必要があると認めるときは，議会は，更に

その事件を同一の委員会又は他の委員会

に付託することができる。

第 46 条 委員会の審査又は調査を経て報告

された事件について，なお審査又は調査の

必要があると認めるときは，議会は，さら

にその事件を同一の委員会又は他の委員

会に付託することができる。

(発言の許可等) (発言の許可等)

第 50 条 発言は，全て議長の許可を得た後，

登壇してしなければならない。ただし，発

言が簡単なものである場合その他特に議

長が許可したときは，議席で発言すること

ができる。

第 50 条 発言は，すべて議長の許可を得た

後，登壇してしなければならない。ただし，

発言が簡単なものである場合その他特に

議長が許可したときは，議席で発言するこ

とができる。

2 (略) 2 (略)

(議長の発言及び討論) (議長の発言及び討論)

第 54 条 議長が議員として発言しようとす

るときは，議席に着き発言し，発言が終

わった後，議長席に復さなければならな

い。ただし，討論をしたときは，その議題

の表決が終わるまでは，議長席に復するこ

とができない。

第 54 条 議長が議員として発言しようとす

るときは，議席に着き発言し，発言が終っ

た後，議長席に復さなければならない。た

だし，討論をしたときは，その議題の表決

が終るまでは，議長席に復することができ

ない。

(発言内容の制限) (発言内容の制限)

第 55 条 発言は，全て簡明にするものとし，

議題外にわたり又はその範囲を超えては

ならない。

第 55 条 発言は，すべて簡明にするものと

し，議題外にわたり又はその範囲をこえて

はならない。

2 議長は，発言が前項の規定に反すると認

めるときは，注意し，なお従わない場合は，

発言を禁止することができる。

2 議長は，発言が前項の規定に反すると認

めるときは，注意し，なお従わない場合は

発言を禁止することができる。

3 議員は，質疑に当たっては，自己の意見

を述べることができない。

3 議員は，質疑に当っては，自己の意見を

述べることができない。

(発言時間の制限) (発言時間の制限)

第 57 条 (略) 第 57 条 (略)



2 議長の定めた時間の制限について，出席

議員の 2人以上から異議があるときは，議

長は，討論を用いないで会議に諮って決め

る。

2 議長の定めた時間の制限について，出席

議員の 2人以上から異議があるときは，議

長は，討論を用いないで会議にはかって決

める。

(発言の継続) (発言の継続)

第 59 条 延会，中止又は休憩のため発言が

終わらなかった議員は，更にその議事を始

めたときは，前の発言を続けることができ

る。

第 59 条 延会，中止又は休憩のため発言が

終らなかった議員は，さらにその議事を始

めたときは，前の発言を続けることができ

る。

(質疑又は討論の終結) (質疑又は討論の終結)

第 60 条 質疑又は討論が終わったときは，

議長は，その終結を宣告する。

第 60 条 質疑又は討論が終ったときは，議

長は，その終結を宣告する。

2 (略) 2 (略)

3 質疑又は討論終結の動議については，議

長は，討論を用いないで会議に諮って決め

る。

3 質疑又は討論終結の動議については，議

長は，討論を用いないで会議にはかって決

める。

(緊急質問等) (緊急質問等)

第 63 条 (略) 第 63 条 (略)

2 前項の同意については，議長は，討論を

用いないで会議に諮らなければならない。

2 前項の同意については，議長は，討論を

用いないで会議にはからなければならな

い。

3 (略) 3 (略)

(オンラインによる方法を活用した質問) (オンライン会議システムを活用した質

問)

第 63 条の 2 公務，疾病，看護，介護，出

産，配偶者の出産補助，育児，忌引，災害

その他やむを得ない理由により会議を欠

席し，遅参し，又は早退した議員は，映像

と音声の送受信により相手の状態を相互

に認識しながら通話をすることができる

方法(以下「オンラインによる方法」とい

う。)を活用して，第 62 条第 1項又は前条

第 1 項の規定による質問をすることがで

きる。

第 63 条の 2 公務，疾病，看護，介護，出

産，配偶者の出産補助，育児，忌引，災害

その他やむを得ない理由により会議を欠

席し，遅参し，又は早退した議員は，映像

と音声の送受信により相手の状態を相互

に認識しながら通話することができる方

法(以下この条において「オンライン会議

システム」という。)を活用して，第 62 条

第 1 項又は前条第 1 項の規定による質問

をすることができる。

2 議員は，前項の規定によりオンラインに

よる方法を活用して質問するときは，あら

かじめ議長の許可を得なければならない。

2 議員は，前項の規定によりオンライン会

議システムを活用して質問するときは，あ

らかじめ議長の許可を得なければならな

い。

3 議員がオンラインによる方法を活用して 3 議員がオンライン会議システムを活用し



質問する場合における第 50 条第 1 項の規

定の適用については，同項中「得た後，登

壇してしなければならない。ただし，発言

が簡単なものである場合その他特に議長

が許可したときは，議席で発言することが

できる」とあるのは，「得てしなければな

らない」とする。

て質問する場合における第 50 条第 1項の

規定の適用については，同項中「得た後，

登壇してしなければならない。ただし，発

言が簡単なものである場合その他特に議

長が許可したときは，議席で発言すること

ができる」とあるのは，「得てしなければ

ならない」とする。

4 オンラインによる方法を活用した質問の

方法その他必要な事項は，議長が別に定め

る。

4 オンライン会議システムを活用した質問

の方法その他必要な事項は，議長が別に定

める。

(準用規定) (準用規定)

第 64 条 質問については，第 60 条((質疑又

は討論の終結))の規定を準用する。

第 64 条 質問については，第 60 条(質疑又

は討論の終結)の規定を準用する。

(答弁書の配布) (答弁書の配布)

第 66 条 市長その他の関係機関が，質疑及

び質問に対し，直ちに答弁し難い場合にお

いて答弁書を提出したときは，議長は，そ

の写しを議員に配布する。ただし，やむを

得ないときは，朗読をもって配布に代える

ことができる。

第 66 条 市長その他の関係機関が，質疑及

び質問に対し，直ちに答弁しがたい場合に

おいて答弁書を提出したときは，議長は，

その写しを議員に配布する。ただし，やむ

を得ないときは，朗読をもって配布にかえ

ることができる。

(選挙規定の準用) (選挙規定の準用)

第 74 条 記名投票又は無記名投票を行う場

合には，第 27 条((議場の出入口閉鎖))，

第 28 条((投票用紙の配布及び投票箱の点

検))，第 29条((投票))，第 30 条((投票の

終了))，第 31 条((開票及び投票の効力))

第 1 項から第 3項まで，第 32 条((選挙結

果の報告))第 1項及び第 33 条((選挙関係

書類の保存))の規定を準用する。

第 74 条 記名投票又は無記名投票を行う場

合には，第 27 条(議場の出入口閉鎖)，第

28 条(投票用紙の配布及び投票箱の点

検)，第 29 条(投票)，第 30 条(投票の終

了)，第 31条(開票及び投票の効力)，第 3

2 条(選挙結果の報告)第 1 項及び第 33 条

(選挙関係書類の保存)の規定を準用する。

2 電子採決システムによる投票を行う場合

には，第 30 条((投票の終了))，第 32 条

((選挙結果の報告))第 1 項及び第 33 条

((選挙関係書類の保存))の規定を準用す

る。この場合において，第 30 条前段中「投

票が終わったと認めるとき」とあるのは，

「投票をするために必要な時間が経過し

たと認めるとき」と読み替えるものとす

る。

2 電子採決システムによる投票を行う場合

には，第 30 条(投票の終了)，第 32 条(選

挙結果の報告)第 1項及び第 33 条(選挙関

係書類の保存)の規定を準用する。この場

合において，第 30 条前段中「投票が終っ

たと認めるとき」とあるのは，「投票をす

るために必要な時間が経過したと認める

とき」と読み替えるものとする。

(公述人の決定) (公述人の決定)

第 80 条 公聴会において意見を聴こうとす 第 80 条 公聴会において意見を聴こうとす



る利害関係者及び学識経験者等(以下「公

述人」という。)は，前条の規定によりあ

らかじめ申し出た者及びその他の者の中

から，議会において定め，議長から本人に

その旨を通知する。

る利害関係者及び学識経験者等(以下「公

述人」という。)は，あらかじめ文書で申

し出た者及びその他の者の中から，議会に

おいて定め，議長から本人にその旨を通知

する。

2 (略) 2 (略)

(会議録の記載事項) (会議録の記載事項)

第 85 条 会議録に記載する事項は，次のと

おりとする。

第 85 条 会議録に記載し，又は記録する事

項は，次のとおりとする。

(1)から(15)まで (略) (1)から(15)まで (略)

2 議事は，速記法その他議長が適当と認め

る方法によって記録する。

2 議事は，速記法によって速記する。ただ

し，速記法によらざるときは，可能な限り

詳細に全ての議事を記載しなければなら

ない。

(会議録の公開及び配布) (会議録の公開及び配布)

第 86 条 会議録は，取手市ホームページで

公開するとともに，議員及び関係者に配布

する。

第 86 条 会議録は，取手市ホームページで

公開するとともに，議員及び関係者に配布

(会議録が電磁的記録をもって作成されて

いる場合にあっては，電磁的方法による提

供を含む。)する。

2 (略) 2 (略)

(会議録に掲載しない事項) (会議録に掲載しない事項)

第 87 条 前条の会議録には，秘密会の議事

並びに議長が取消しを命じた発言及び第

65 条((発言の取消し又は訂正))の規定に

より取り消した発言は，掲載しない。

第 87 条 前条の会議録には，秘密会の議事

並びに議長が取消しを命じた発言及び第

65 条(発言の取消し又は訂正)の規定によ

り取り消した発言は，掲載しない。

(会議録署名議員) (会議録署名議員)

第 88 条 会議録に署名する議員は，2人と

し，議長が会議において指名する。

第 88 条 会議録に署名する議員(会議録が

電磁的記録をもって作成されている場合

にあっては，法第 123 条第 3項に規定する

署名に代わる措置を取る議員)は，2 人と

し，議長が会議において指名する。

(出席委員に関する措置) (オンライン会議システムを活用した会

議)

第94条の2 この章における出席委員には，

法第 109 条第 9 項の規定に基づく条例の

規定により，オンラインによる方法で委員

会に出席している委員を含む。

第 94 条の 2 取手市議会委員会条例(昭和 4

5 年条例第 32 号)第 15 条の 2 第 2 項の規

定により委員長の許可を得て，同条第 1項

に規定するオンライン会議システム(以下

「オンライン会議システム」という。)に



より会議に出席した委員は，前条第 1項，

第 96条，第 99 条，第 108 条第 1項及び第

119 条第 2項の出席委員とする。

2 オンライン会議システムを活用した会議

の方法その他必要な事項は，議長が別に定

める。

(一括議題) (一括議題)

第 96 条 委員長は，必要があると認めると

きは，2件以上の事件を一括して議題とす

ることができる。ただし，出席委員から異

議があるときは，討論を用いないで会議に

諮って決める。

第 96 条 委員長は，必要があると認めると

きは，2件以上の事件を一括して議題とす

ることができる。ただし，出席委員から異

議があるときは，討論を用いないで会議に

はかって決める。

(審査順序) (審査順序)

第 98 条 委員会における事件の審査は，提

出者の説明及び委員の質疑の後，修正案の

説明及びこれに対する質疑，討論，表決の

順序によって行うを例とする。

第 98 条 委員会における事件の審査は，提

出者の説明及び委員の質疑の後，修正案の

説明及びこれに対する質疑，討論，表決の

順序によって行なうを例とする。

(先決動議の表決順序) (先決動議の表決順序)

第 99 条 他の事件に先立って表決に付さな

ければならない動議が競合したときは，委

員長が表決の順序を決める。ただし，出席

委員から異議があるときは，討論を用いな

いで会議に諮って決める。

第 99 条 他の事件に先立って表決に付さな

ければならない動議が競合したときは，委

員長が表決の順序を決める。ただし，出席

委員から異議があるときは，討論を用いな

いで会議にはかって決める。

(動議の撤回) (動議の撤回)

第 100 条 提出者が会議の議題となった動

議を撤回しようとするときは，委員会の許

可を得なければならない。ただし，会議の

議題となる前においては，委員長の許可を

得なければならない。

第 100 条 提出者が会議の議題となった動

議を撤回しようとするときは，委員会の承

認を要する。

(委員会報告書) (委員会報告書)

第 110 条 委員会は，事件の審査又は調査を

終わったときは，報告書を作り，委員長か

ら議長に提出しなければならない。

第 110 条 委員会は，事件の審査又は調査を

終ったときは，報告書を作り，委員長から

議長に提出しなければならない。

(発言の許可) (発言の許可)

第 114 条 委員は，全て委員長の許可を得た

後でなければ発言することができない。

第 114 条 委員は，すべて委員長の許可を得

た後でなければ発言することができない。

(発言内容の制限) (発言内容の制限)

第 116 条 発言は全て，簡明にするものとし

て，議題外にわたり又はその範囲を超えて

第 116 条 発言はすべて，簡明にするものと

して，議題外にわたり又はその範囲をこえ



はならない。 てはならない。

2 (略) 2 (略)

(委員外議員の発言) (委員外議員の発言)

第 117 条 委員会は，審査又は調査中の事件

について，必要があると認めるときは，委

員でない議員(以下この条において「委員

外議員」という。)に対し，その出席を求

めて説明又は意見を聴くことができる。

第 117 条 委員会は，審査又は調査中の事件

について，必要があると認めるときは，委

員でない議員に対し，会議(オンライン会

議システムによる会議を含む。第 142 条第

1 項において同じ。)への出席を求めて説

明又は意見を聴くことができる。

2 委員会は，委員外議員から発言の申出が

あったときは，その許否を決める。

2 委員会は，委員でない議員から発言の申

し出があったときは，その許否を決める。

3 前 2 項の場合において，法第 109 条第 9

項の規定に基づく条例の規定により，委員

会がオンラインによる方法で開かれてい

るときは，委員外議員は，オンラインによ

る方法で説明し，若しくは意見を述べ，又

は発言することができる。

4 前項の委員外議員が，オンラインによる

方法で説明し，若しくは意見を述べ，又は

発言することを希望するときは，あらかじ

め委員長に届け出なければならない。

(委員長の発言) (委員長の発言)

第 118 条 委員長が，委員として発言しよう

とするときは，委員席に着き発言し，発言

が終わった後，委員長席に復さなければな

らない。ただし，討論をしたときは，その

議題の表決が終わるまでは，委員長席に復

することができない。

第 118 条 委員長が，委員として発言しよう

とするときは，委員席に着き発言し，発言

が終った後，委員長席に復さなければなら

ない。ただし，討論をしたときは，その議

題の表決が終るまでは，委員長席に復する

ことができない。

2 法第 109 条第 9項の規定に基づく条例の

規定により，委員会がオンラインによる方

法で開かれている場合において，委員長

が，委員として発言するときは，委員長の

職務を行うことができない。ただし，討論

をしたときは，その議題の表決が終わるま

では，委員長の職務を行うことができな

い。

2 前項の規定にかかわらず，委員長がオン

ライン会議システムにより会議に出席し

た場合における同項の規定の適用につい

ては，同項中「委員席に着き」とあるのは

「委員として」と，「委員長席に復さなけ

ればならない」とあるのは「委員長として

議事進行を行わなければならない」と，「委

員長席に復することができない」とあるの

は「委員長として議事進行を行うことがで

きない」とする。

(発言時間の制限) (発言時間の制限)

第 119 条 (略) 第 119 条 (略)



2 委員長の定めた時間の制限について，出

席委員から異議があるときは，委員長は，

討論を用いないで会議に諮って決める。

2 委員長の定めた時間の制限について，出

席委員から異議があるときは，委員長は，

討論を用いないで会議にはかって決める。

(発言の継続) (発言の継続)

第 121 条 会議の中止又は休憩のため発言

が終わらなかった委員は，更にその議事を

始めたときは，前の発言を続けることがで

きる。

第 121 条 会議の中止又は休憩のため発言

が終らなかった委員は，更にその議事を始

めたときは，前の発言を続けることができ

る。

(質疑又は討論の終結) (質疑又は討論の終結)

第 122 条 質疑又は討論が終わったときは，

委員長は，その終結を宣告する。

第 122 条 質疑又は討論が終ったときは，委

員長は，その終結を宣告する。

2 (略) 2 (略)

3 質疑又は討論終結の動議については，委

員長は，討論を用いないで会議に諮って決

める。

3 質疑又は討論終結の動議については，委

員長は，討論を用いないで会議にはかって

決める。

(答弁書の配布) (答弁書の朗読)

第 125 条 市長その他の関係機関が，質疑に

対し，直ちに答弁し難い場合において答弁

書を提出したときは，委員長は，その写し

を委員に配布する。ただし，やむを得ない

ときは，朗読をもって配布に代えることが

できる。

第 125 条 市長その他の関係機関が，質疑に

対し，直ちに答弁しがたい場合において答

弁書を提出したときは，委員長は，職員に

朗読させる。

(互選の方法) (互選の方法)

第 126 条 委員長及び副委員長の互選は，そ

れぞれ単記無記名投票又は電子投票シス

テムによる投票で行う。ただし，法第 109

条第 9 項の規定に基づく条例の規定によ

り，委員会がオンラインによる方法で開か

れている場合にあっては，電子投票システ

ムによる投票で行わなければならない。

第 126 条 委員長及び副委員長の互選は，そ

れぞれ単記無記名投票又は電子投票シス

テムによる投票で行う。ただし，オンライ

ン会議システムを活用した会議にあって

は，電子投票システムによる投票で行わな

ければならない。

2から 6まで (略) 2 から 6まで (略)

7 委員会は，委員のうちに異議を有する者

がないときは，第 1項の互選(法第 109 条

第 9項の規定に基づく条例の規定により，

オンラインによる方法で開かれている委

員会において行う互選を除く。)につき，

指名推選の方法を用いることができる。

7 委員会は，委員のうちに異議を有する者

がないときは，第 1項の互選(オンライン

会議システムを活用した会議において行

う互選を除く。)につき，指名推選の方法

を用いることができる。

8 (略) 8 (略)

(選挙規定の準用) (選挙規定の準用)



第 127 条 (略) 第 127 条 (略)

2 前項の場合において，電子投票システム

による投票で委員長及び副委員長の互選

を行う場合にあっては，第 33 条中「投票

の有効無効を区別し」とあるのは「電子投

票システムから出力した投票結果を」と読

み替え，法第 109 条第 9項の規定に基づく

条例の規定により，オンラインによる方法

で開かれている委員会において電子投票

システムによる投票で委員長及び副委員

長の互選を行う場合にあっては，第 26 条

中「加わることができない」とあるのは「加

わることができない。ただし，法第 109 条

第 9項の規定に基づく条例の規定により，

オンラインによる方法で委員会に出席し

ている委員にあっては，この限りでない」

と，第 32条中「直ちに議場において」と

あるのは「直ちに」と読み替えるものとす

る。

2 前項の場合において，電子投票システム

による投票で委員長及び副委員長の互選

を行う場合にあっては，第 33 条中「投票

の有効無効を区別し」とあるのは「電子投

票システムから出力した投票結果を」と読

み替え，オンライン会議システムを活用し

た会議において電子投票システムによる

投票で委員長及び副委員長の互選を行う

場合にあっては，第 26 条中「加わること

ができない」とあるのは「加わることがで

きない。ただし，オンライン会議システム

により会議に出席した委員にあっては，こ

の限りでない」と，第 32 条中「直ちに議

場において」とあるのは「直ちに」と読み

替えるものとする。

(不在委員) (不在委員)

第 129 条 表決の際会議室にいない委員は，

表決に加わることができない。ただし，法

第 109 条第 9 項の規定に基づく条例の規

定により，オンラインによる方法で出席し

ている委員は，この限りでない。

第 129 条 表決の際会議室にいない委員は，

表決に加わることができない。ただし，オ

ンライン会議システムにより会議に出席

した委員にあっては，この限りでない。

(起立又は挙手による表決) (起立又は挙手による表決)

第 131 条 委員長が表決を採ろうとすると

きは，問題を可とする者を起立又は挙手

(法第 109 条第 9項の規定に基づく条例の

規定により，オンラインによる方法で開か

れている委員会にあっては，挙手)をさせ，

起立者又は挙手者(同項の規定に基づく条

例の規定により，オンラインによる方法で

開かれている委員会にあっては，挙手者)

の多少を認定して可否の結果を宣告する。

第 131 条 委員長が表決を採ろうとすると

きは，問題を可とする者を起立又は挙手

(オンライン会議システムを活用した会議

にあっては，挙手)をさせ，起立者又は挙

手者(オンライン会議システムを活用した

会議にあっては，挙手者)の多少を認定し

て可否の結果を宣告する。

2 委員長が起立者又は挙手者(法第 109 条

第 9項の規定に基づく条例の規定により，

オンラインによる方法で開かれている委

員会にあっては，挙手者)の多少を認定し

難いとき，又は委員長の宣告に対して出席

2 委員長が起立者又は挙手者(オンライン

会議システムを活用した会議にあっては，

挙手者)の多少を認定し難いとき，又は委

員長の宣告に対して出席委員から異議が

あるときは，委員長は，記名投票，電子採



委員から異議があるときは，委員長は，記

名投票，電子採決システムによる投票又は

無記名投票で表決を採らなければならな

い。ただし，同項の規定に基づく条例の規

定により，オンラインによる方法で開かれ

ている委員会にあっては，電子採決システ

ムによる投票で表決を採らなければなら

ない。

決システムによる投票又は無記名投票で

表決を採らなければならない。ただし，オ

ンライン会議システムを活用した会議に

あっては，電子採決システムによる投票で

表決を採らなければならない。

(投票による表決) (投票による表決)

第 132 条 委員長が必要があると認めると

き，又は出席委員から要求があるときは，

記名投票，電子採決システムによる投票又

は無記名投票で表決を採る。ただし，法第

109条第9項の規定に基づく条例の規定に

より，オンラインによる方法で開かれてい

る委員会にあっては，電子採決システムに

よる投票で表決を採らなければならない。

第 132 条 委員長が必要があると認めると

き，又は出席委員から要求があるときは，

記名投票，電子採決システムによる投票又

は無記名投票で表決を採る。ただし，オン

ライン会議システムを活用した会議に

あっては，電子採決システムによる投票で

表決を採らなければならない。

2 (略) 2 (略)

(選挙規定の準用) (選挙規定の準用)

第 135 条 記名投票又は無記名投票を行う

場合には，第 28 条((投票用紙の配布及び

投票箱の点検))，第 29条((投票))，第 30

条((投票の終了))，第 31 条((開票及び投

票の効力))第 1項から第3項まで及び第3

2条((選挙結果の報告))第1項の規定を準

用する。

第 135 条 記名投票又は無記名投票を行う

場合には，第 28 条(投票用紙の配布及び投

票箱の点検)，第 29条(投票)，第 30 条(投

票の終了)，第 31 条(開票及び投票の効力)

及び第 32条(選挙結果の報告)第 1項の規

定を準用する。

2 電子採決システムによる投票を行う場合

には，第 30 条((投票の終了))，第 32 条

((選挙結果の報告))第 1 項及び第 33 条

((選挙関係書類の保存))の規定を準用す

る。この場合において，第 30 条前段中「投

票が終わったと認めるとき」とあるのは

「投票をするために必要な時間が経過し

たと認めるとき」と，第 32 条第 1項中「議

場」とあるのは「当該会議」と読み替える

ものとする。

2 電子採決システムによる投票を行う場合

には，第 30 条(投票の終了)，第 32 条(選

挙結果の報告)第 1項及び第 33 条(選挙関

係書類の保存)の規定を準用する。この場

合において，第 30 条前段中「投票が終っ

たと認めるとき」とあるのは「投票をする

ために必要な時間が経過したと認めると

き」と，第 32 条第 1項中「議場」とある

のは「当該会議」と読み替えるものとする。

(簡易表決) (簡易表決)

第 137 条 委員長は，問題について異議の有

無を会議に諮ることができる。異議がない

と認めるときは，委員長は，可決の旨を宣

第 137 条 委員長は，問題について異議の有

無を会議に諮ることができる。異議がない

と認めるときは，委員長は，可決の旨を宣



告する。ただし，委員長の宣告に対して，

出席委員から異議があるときは，委員長

は，起立(法第 109 条第 9項の規定に基づ

く条例の規定により，オンラインによる方

法で開かれている委員会にあっては，挙

手)の方法で表決を採らなければならな

い。

告する。ただし，委員長の宣告に対して，

出席委員から異議があるときは，委員長

は，起立(オンライン会議システムを活用

した会議にあっては，挙手)の方法で表決

を採らなければならない。

(請願書の記載事項等) (請願書の記載事項等)

第 139 条 (略) 第 139 条 (略)

2 請願者が法人の場合には，邦文を用いて，

請願の趣旨，提出年月日並びに法人の名称

及び所在地を記載し，代表者が署名又は記

名押印をしなければならない。

2 請願者が法人の場合には，邦文を用いて，

請願の趣旨，提出年月日，法人の名称及び

所在地を記載し，代表者が署名又は記名押

印をしなければならない。

3及び 4 (略) 3 及び 4 (略)

5 請願者が請願書(会議の議題となったも

のを除く。)を撤回しようとするときは，

議長の許可を得なければならない。

5 請願者が請願書(会議の議題となったも

のを除く。)を撤回しようとするときは，

議長の承認を得なければならない。

(請願の委員会付託) (請願の委員会付託)

第 141 条 議長は，請願文書表の配布ととも

に，請願を所管の常任委員会又は議会運営

委員会に付託する。ただし，常任委員会に

係る請願は，議会の議決で特別委員会に付

託することができる。

第 141 条 議長は，請願文書表の配布ととも

に，請願を所管の常任委員会又は議会運営

委員会に付託する。ただし，議長において

常任委員会又は議会運営委員会に付託す

る必要がないと認めるときは，この限りで

ない。

2 委員会の付託は，議会の議決で省略する

ことができる。

2 前項の規定にかかわらず，議長が特に必

要あると認めるときは，常任委員会に係る

請願は，議会の議決で，特別委員会に付託

することができる。

3 請願の内容が 2以上の委員会の所管に属

する場合は，2以上の請願が提出されたも

のとみなし，それぞれの委員会に付託す

る。

3 請願の内容が 2以上の委員会の所管に属

する場合は，2以上の請願が提出されたも

のとみなす。

(紹介議員の委員会出席) (紹介議員の委員会出席)

第 142 条 (略) 第 142 条 (略)

2 (略) 2 (略)

3 前項の場合において，法第 109 条第 9項

の規定に基づく条例の規定により，委員会

がオンラインによる方法で開かれている

ときは，紹介議員は，オンラインによる方



法で説明することができる。

4 前項の紹介議員が，オンラインによる方

法で説明することを希望するときは，あら

かじめ委員長に届け出なければならない。

(請願の審査報告) (請願の審査報告)

第 143 条 (略) 第 143 条 (略)

2 委員会は，必要があると認めるときは，

請願の審査結果に意見を付けることがで

きる。

3 (略) 2 (略)

(議長及び副議長の辞職) (議長及び副議長の辞職)

第 146 条 (略) 第 146 条 (略)

2 前項の辞表は，議会に報告し，討論を用

いないで会議に諮ってその許否を決定す

る。

2 前項の辞表は，議会に報告し，討論を用

いないで会議にはかってその許否を決定

する。

3 (略) 3 (略)

(資格決定の審査) (資格決定の審査)

第 149 条 前条の要求については，議会は，

第 37 条((議案等の説明，質疑及び委員会

付託))第 3項の規定にかかわらず，委員会

の付託を省略して決定することができな

い。

第 149 条 前条の要求については，議会は，

第 37条(議案等の説明，質疑及び委員会付

託)第 2項の規定にかかわらず，委員会の

付託を省略して決定することができない。

(決定の通知) (決定書の交付)

第 150 条 前条の規定による決定の本人へ

の通知に関し必要な事項は，議長が定め

る。

第 150 条 議会が議員の被選挙権の有無又

は法第 92条の 2の規定に該当するかどう

かについての法第 127 条第 1 項の規定に

よる決定をしたときは，議長は，その決定

書の決定を求めた議員及び決定を求めら

れた議員に交付しなければならない。

(携帯品) (携帯品)

第 152 条 議場又は委員会の会議室に入る

者(傍聴人を除く。)は，帽子，コート，マ

フラー，傘の類を着用し，又は携帯しては

ならない。ただし，病気その他の理由によ

り会議への出席に必要と認められる物で

あって議長又は委員長にあらかじめ届け

出たものについては，この限りでない。

第 152 条 議場又は委員会の会議室に入る

者(傍聴人を除く。)は，帽子，外とう，え

り巻，つえ，かさの類を着用し，又は携帯

してはならない。ただし，病気その他の理

由により議長又は委員長の許可を得たと

きは，この限りでない。

(資料等の配布許可) (資料等印刷物の配布許可)

第 157 条 議場又は委員会の会議室におい 第 157 条 議場又は委員会の会議室におい



て，資料等を配布するときは，議長又は委

員長の許可を得なければならない。

て，資料，新聞紙，文書等の印刷物を配布

するときは，議長又は委員長の許可を得な

ければならない。

(議長の秩序保持権) (議長の秩序保持権)

第 159 条 全て規律に関する問題は，議長が

定める。ただし，議長は，必要があると認

めるときは，討論を用いないで会議に諮っ

て定める。

第 159 条 すべて規律に関する問題は，議長

が定める。ただし，議長は，必要があると

認めるときは，討論を用いないで，会議に

はかって定める。

(懲罰動議の提出) (懲罰動議の提出)

第 160 条 (略) 第 160 条 (略)

2 前項の動議は，懲罰事犯があった日から

起算して 3 日以内に提出しなければなら

ない。ただし，第 49 条((秘密の保持))第

2項又は第113条((秘密の保持))第 2項の

規定の違反に係るものについては，この限

りでない。

2 前項の動議は，懲罰事犯があった日から

起算して 3 日以内に提出しなければなら

ない。ただし，第 49 条(秘密の保持)第 2

項又は第 113 条(秘密の保持)第 2 項の規

定の違反に係るものについては，この限り

でない。

(懲罰動議の審査) (懲罰動議の審査)

第 161 条 懲罰については，議会は，第 37

条((議案等の説明，質疑及び委員会付託))

第 3項の規定にかかわらず，委員会の付託

を省略して議決することができない。

第 161 条 懲罰については，議会は，第 37

条(議案等の説明，質疑及び委員会付託)第

2項の規定にかかわらず，委員会の付託を

省略して議決することはできない。

(代理弁明) (代理弁明)

第 161 条の 2 議員は，自己に関する懲罰動

議及び懲罰事犯の会議並びに委員会で一

身上の弁明をする場合において，議会又は

委員会の同意を得たときは，他の議員をし

て代わって弁明させることができる。

第 161 条の 2 議員は，自己に関する懲罰動

議及び懲罰事犯の会議並びに委員会で一

身上の弁明をする場合において，議会又は

委員会の同意を得たときは，他の議員に代

わって弁明させることができる。

(戒告又は陳謝の方法) (戒告又は陳謝の方法)

第 162 条 戒告又は陳謝は，議会の決めた戒

告文又は陳謝文によって行うものとする。

第 162 条 戒告又は陳謝は，議会の決めた戒

告文又は陳謝文によって行なうものとす

る。

(出席停止の期間) (出席停止の期間)

第 163 条 出席停止は，10 日を超えること

ができない。ただし，数個の懲罰事犯が併

発した場合又は既に出席を停止された者

についてその停止期間内に更に懲罰事犯

が生じた場合は，この限りでない。

第 163 条 出席停止は 10 日をこえることが

できない。ただし，数個の懲罰事犯が併発

した場合又は既に出席を停止された者に

ついてその停止期間内に更に懲罰事犯が

生じた場合は，この限りでない。

第7章 協議又は調整を行うための場 第7章 協議又は調整を行うための場

第 166 条 (略) 第 166 条 (略)



(協議等の場の開会方法の特例)

第 166 条の 2 議長は，次に掲げる場合に

は，オンラインによる方法で前条の協議等

の場を開会することができる。

(1) 災害の発生，感染症のまん延等，や

むを得ない理由により前条の協議等の

場を開会する場所へ議員を招集するこ

とが困難であると認める場合

(2) 公務，疾病，看護，介護，出産，配

偶者の出産補助，育児，忌引，災害その

他やむを得ない理由により前条の協議

等の場を開会する場所への参集が困難

な議員から，オンラインによる方法で同

条の協議等の場を開会することを求め

られた場合

(3) 前 2 号に掲げるもののほか，議長が

特に必要と認める場合

2 前項の場合において，開会方法その他必

要な事項は，取手市議会委員会条例(昭和

45 年条例第 32 号)の例による。

第 9章 補則 第 9章 補則

(電子情報処理組織による通知等)

第167条の2 議会又は議長若しくは委員長

(以下この条及び次条第 1項において「議

会等」という。)に対して行われる通知の

うちこの規則の規定において文書その他

文字，図形その他の人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物(次項及び第 6項並びに次条

において「文書等」という。)により行う

ことが規定されているものについては，当

該通知に関するこの規則の規定にかかわ

らず，議長が定めるところにより，議長が

定める電子情報処理組織(議会等の使用に

係る電子計算機(入出力装置を含む。以下

この項及び第 4項において同じ。)とその

通知の相手方の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理

組織をいう。以下この条において同じ。)

を使用する方法により行うことができる。



2 議会等が行う通知のうちこの規則の規定

において文書等により行うことが規定さ

れているものについては，当該通知に関す

るこの規則の規定にかかわらず，議長が定

めるところにより，議長が定める電子情報

処理組織を使用する方法により行うこと

ができる。ただし，当該通知を受ける者が

当該電子情報処理組織を使用する方法に

より通知を受ける旨を，議長が定める方式

により表示する場合に限る。

3 前 2項の電子情報処理組織を使用する方

法により行われた通知については，当該通

知に関するこの規則の規定に規定する方

法により行われたものとみなして，当該通

知に関するこの規則の規定を適用する。

4 第 1項又は第 2項の電子情報処理組織を

使用する方法により行われた通知は，当該

通知を受ける者の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルへの記録がされた

時(第 20 条((日程の作成及び配布))，第 6

6 条((答弁書の配布))，第 86 条((会議録

の公開及び配布))，第 125 条((答弁書の配

布))，第 140 条((請願文書表の作成及び配

布))第 1 項及び第 141 条((請願の委員会

付託))第 1 項の規定による議員に対する

通知にあっては，当該ファイルへの記録が

された時又は議会等が，当該通知を受ける

者が当該通知をすべき電磁的記録(電子的

方式，磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られ

る記録であって，電子計算機(入出力装置

を除く。)による情報処理の用に供される

ものをいう。次条において同じ。)に記録

されている事項を議長が定める方法によ

り表示をしたものの閲覧若しくは当該事

項について当該者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルへの記録をする

ことができる措置をとるとともに，当該者

に対し，議長が定める電子情報処理組織を

使用して当該措置がとられた旨の通知を

発した時のいずれか早い時)に当該者に到



達したものとみなす。

5 議会等に対して行われ，又は議会等が行

う通知のうち当該通知に関するこの規則

の規定において署名し，若しくは連署し，

又は記名押印すること(以下この項におい

て「署名等」という。)が規定されている

ものを第 1 項又は第 2 項の電子情報処理

組織を使用する方法により行う場合には，

当該署名等については，当該署名等に関す

る規定にかかわらず，氏名又は名称を明ら

かにする措置であって議長が定めるもの

をもって代えることができる。

6 議会等に対して通知を行い，又は議会等

から通知を受ける者について対面により

本人確認をするべき事情がある場合，議会

等に対して行われ，又は議会等が行う通知

に係る文書等のうちにその原本を確認し，

又は交付する必要があるものがある場合

その他の当該通知のうちに第 1 項又は第

2 項の電子情報処理組織を使用する方法

により行うことが困難又は著しく不適当

と認められる部分がある場合として議長

が定める場合には，議長が定めるところに

より，当該通知のうち当該部分以外の部分

につき，前各項の規定を適用する。この場

合において，第 3項中「行われた通知」と

あるのは，「行われた通知(第 6項の規定に

より前 2項の規定を適用する部分に限る。

以下この項から第 5 項までにおいて同

じ。)」とする。

(電磁的記録による作成等)

第 167条の3 この規則の規定(第 28条((投

票用紙の配布及び投票箱の点検))第 1 項

(第 74 条((選挙規定の準用))において準

用される場合を含む。)を除く。)において

議会等が文書等を作成し，又は保存するこ

と(次項において「作成等」という。)が規

定されているものについては，当該規定に

かかわらず，議長が定めるところにより，

当該文書等に係る電磁的記録により行う

ことができる。



付 則

この規則は，公布の日から施行する。

2 前項の電磁的記録により行われた作成等

については，当該作成等に関するこの規則

の規定により文書等により行われたもの

とみなして，当該作成等に関するこの規則

の規定を適用する。

(会議規則の疑義に対する措置) (会議規則の疑義に対する措置)

第 168 条 この規則の疑義は，議長が決定す

る。ただし，議員から異議があるときは，

会議に諮って決定する。

第 168 条 この規則の疑義は，議長が決定す

る。ただし，議員から異議があるときは，

会議にはかって決定する。



委員会提出議案第３号

取手市議会委員会条例の一部を改正する条例について

上記の議案を別紙のとおり，取手市議会会議規則第１４条第２項の規定により提出

する。

令和６年１２月２日

取手市議会議長 岩 澤 信 殿

提出者 議 会 運 営 委 員 会

委員長 赤 羽 直 一

提案理由

標準市議会委員会条例の改正について，全国市議会議長会において，議会に係る手

続のオンライン化及びオンライン委員会に関する規定の整備や，その他の条項の文言

の整理についての検討が行われたことを踏まえ，標準市議会委員会条例を参酌しなが

ら当市議会においても規定を整備するため，本条例の一部を改正するものです。



取手市議会委員会条例の一部を改正する条例

取手市議会委員会条例（昭和４５年条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(委員の選任) (委員の選任)

第 8条 (略) 第 8条 (略)

2 及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

4 前項の規定により所属を変更した常任委

員の任期は，第 3条((常任委員の任期))第

2 項の例による。

4 前項の規定により所属を変更した常任委

員の任期は，第 3条(常任委員の任期)第 2

項の例による。

(委員長及び副委員長がともにないときの

互選)

(委員長及び副委員長がともにないときの

互選)

第 10 条 委員長及び副委員長がともにない

ときは，議長が委員会の招集日時及び場所

を定めて，委員長の互選を行わせる。

第 10 条 委員長及び副委員長がともにない

ときは，議長が委員会の招集日時及び場所

を定めて，委員長の互選を行なわせる。

2 前項の互選の場合には，年長の委員が委

員長の職務を行う。

2 前項の互選の場合には，年長の委員が委

員長の職務を行なう。

(委員長の職務代行) (委員長の職務代行)

第 12 条 委員長に事故があるとき又は委員

長が欠けたときは，副委員長が委員長の職

務を行う。

第 12 条 委員長に事故があるとき又は委員

長が欠けたときは，副委員長が委員長の職

務を行なう。

2 委員長及び副委員長ともに事故があると

きは，年長の委員が委員長の職務を行う。

2 委員長及び副委員長ともに事故があると

きは，年長の委員が委員長の職務を行な

う。

(委員会の開会方法の特例) (会議の特例)

第 15 条の 2 委員長は，次に掲げる場合に

は，映像と音声の送受信により相手の状態

を相互に認識しながら通話をすることが

できる方法(以下「オンラインによる方法」

という。)で委員会を開会することができ

る。ただし，第 20 条((秘密会))第 1項の

秘密会は，この限りでない。

第 15 条の 2 委員長は，次に掲げる場合に

は，映像と音声の送受信により出席者の状

態を相互に認識しながら通話することが

できる方法(以下「オンライン会議システ

ム」という。)を活用した会議を開くこと

ができる。

(1) (略) (1) (略)

(2) 公務，疾病，看護，介護，出産，配

偶者の出産補助，育児，忌引，災害その

(2) 公務，疾病，看護，介護，出産，配

偶者の出産補助，育児，忌引，災害その



他やむを得ない理由により委員会を開

会する場所への参集が困難な委員から，

オンラインによる方法での委員会の開

会の求めがある場合

他やむを得ない理由により委員会を開

会する場所への参集が困難な委員から

オンライン会議システムを活用した委

員会の開会の求めがある場合

(3) (略) (3) (略)

2 前項の規定により委員会が開会される場

合において，オンラインによる方法で出席

を希望する委員は，あらかじめ委員長の許

可を得なければならない。

2 前項の場合において，委員は，オンライ

ン会議システムにより会議への出席を希

望するときは，あらかじめ委員長の許可を

得なければならない。

3 第 1 項の規定により開会された委員会

に，オンラインによる方法で出席する委員

は，この条例の規定の適用については，当

該委員会に出席しているものとみなす。

4 オンラインによる方法での委員会の開会

方法その他必要な事項は，議長が別に定め

る。

(定足数) (定足数)

第 16 条 委員会は，委員の定数の半数以上

の委員が出席しなければ会議を開くこと

ができない。ただし，第 18 条((委員長及

び委員の除斥))の規定による除斥のため

半数に達しないときは，この限りでない。

第 16 条 委員会は，委員の定数の半数以上

の委員が出席しなければ会議を開くこと

ができない。ただし，第 18条(委員長及び

委員の除斥)の規定による除斥のため半数

に達しないときは，この限りでない。

2 前条第 2項の規定により委員長の許可を

得て会議に出席した委員は，前項，次条第

1項及び第31条第1項の出席委員とする。

(秘密会) (秘密会)

第 20 条 委員会は，その議決で秘密会とす

ることができる。

第 20 条 委員会は，その議決で秘密会とす

ることができる。ただし，オンライン会議

システムを活用した会議は，秘密会とする

ことができない。

2 委員会を秘密会とする委員長又は委員の

発議については，討論を用いないで委員会

に諮って決める。

2 委員会を秘密会とする委員長又は委員の

発議については，討論を用いないで委員会

にはかって決める。

(出席説明の要求) (出席説明の要求)

第 21 条 (略) 第 21 条 (略)

2 前項の規定により出席を求められた者が

オンラインによる方法で説明するときは，

議長を経て，委員会にその旨を申し出なけ

ればならない。



(秩序保持に関する措置) (秩序保持に関する措置)

第 22 条 委員会において地方自治法(昭和

22 年法律第 67 号)，取手市議会会議規則

(昭和 45 年議会規則第 2号。以下「会議規

則」という。)又はこの条例に違反し，そ

の他委員会の秩序を乱す委員があるとき

は，委員長はこれを制止し，又は発言を取

り消させることができる。

第 22 条 委員会において地方自治法(昭和

22 年法律第 67 号。以下「法」という。)，

会議規則又はこの条例に違反し，その他委

員会の秩序を乱す委員があるときは，委員

長はこれを制止し，又は発言を取り消させ

ることができる。

2及び 3 (略) 2 及び 3 (略)

(公聴会開催の手続) (公聴会開催の手続)

第 23 条 (略) 第 23 条 (略)

2 議長は，前項の承認をしたときは，その

日時，場所及び意見を聴こうとする案件そ

の他必要な事項を公示する。

2 議長は前項の承認をしたときは，その日

時，場所及び意見を聞こうとする案件その

他必要な事項を公示する。

(意見を述べようとする者の申出) (意見を述べようとする者の申出)

第 24 条 (略) 第 24 条 (略)

2 前項の規定にかかわらず，同項の規定に

よる申出は，委員長が定めるところによ

り，委員長が定める電子情報処理組織(委

員会又は委員長の使用に係る電子計算機

(入出力装置を含む。以下この項において

同じ。)とその通知の相手方の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。第 28 条におい

て同じ。)を使用する方法により行うこと

ができる。

(公述人の決定) (公述人の決定)

第 25 条 公聴会において意見を聴こうとす

る利害関係者及び学識経験者等(以下「公

述人」という。)は，前条の規定によりあ

らかじめ申し出た者及びその他の者の中

から，委員会において定め，議長を経て，

本人にその旨を通知する。

第 25 条 公聴会において意見を聞こうとす

る利害関係者及び学識経験者等(以下「公

述人」という。)は，あらかじめ文書で申

し出た者及びその他の者の中から，委員会

において定め，議長を経て，本人にその旨

を通知する。

2 あらかじめ申し出た者の中に，その案件

に対して，賛成者及び反対者があるとき

は，一方に偏らないように公述人を選ばな

ければならない。

2 あらかじめ申し出た者の中に，その案件

に対して，賛成者及び反対者があるとき

は，一方にかたよらないように公述人を選

ばなければならない。

3 公述人は，オンラインによる方法により

公聴会で意見を述べることができる。



(公述人の発言) (公述人の発言)

第 26 条 (略) 第 26 条 (略)

2 公述人の発言は，その意見を聴こうとす

る案件の範囲を超えてはならない。

2 公述人の発言は，その意見を聞こうとす

る案件の範囲を超えてはならない。

3 (略) 3 (略)

(代理人又は文書等による意見の陳述) (代理人又は文書による意見の陳述)

第 28 条 公述人は，代理人に意見を述べさ

せ，又は文書若しくは電子情報処理組織を

使用する方法により意見を提示すること

ができない。ただし，委員会が特に許可し

た場合は，この限りでない。

第 28 条 公述人は，代理人に意見を述べさ

せ，又は文書で意見を提示することができ

ない。ただし，委員会が特に許可した場合

は，この限りでない。

(参考人) (参考人)

第 29 条 (略) 第 29 条 (略)

2 前項の場合において，議長は，参考人に

その日時，場所及び意見を聴こうとする案

件その他必要な事項を通知しなければな

らない。

2 前項の場合において，議長は，参考人に

その日時，場所及び意見を聞こうとする案

件その他必要な事項を通知しなければな

らない。

3 参考人は，オンラインによる方法により

委員会で意見を述べることができる。

(準用) (準用)

第30条 第26条から第28条までの規定は，

前条に規定する参考人，取手市議会基本条

例(平成 23 年条例第 23 号。以下「議会基

本条例」という。)第 5条第 3項に規定す

る請願の代表提出者等及び同条第 4 項に

規定する傍聴人について準用する。

第 30条 第 26条から第 28条までの規定は，

前条に規定する参考人，取手市議会基本条

例(平成 23 年条例第 23 号)第 5 条第 3 項に

規定する請願の代表提出者等及び同条第 4

項に規定する傍聴人について準用する。

2 前条第 3 項の規定は，議会基本条例第 5

条第 3 項に規定する請願の代表提出者等

について準用する。

(記録) (記録)

第 31 条 (略) 第 31 条 (略)

2 前項の記録は，電磁的記録によることが

できる。この場合における同項の署名又は

押印については，法第 123 条第 3項の規定

を準用する。

2 前項の記録は，議長が保管するとともに，

取手市ホームページで公開する。

3 前 2項の記録は，議長が保管するととも

に，取手市ホームページで公開する。

3 第 1項の規定にかかわらず，同項の規定

による記録の作成は，議長が定めるところ



付 則

この条例は，公布の日から施行する。

により，当該記録に係る電磁的記録(電子

的方式，磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作ら

れる記録であって，電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。)により

行うことができる。この場合において，同

項の規定による署名又は押印については，

同項の規定にかかわらず，氏名又は名称を

明らかにする措置であって議長が定める

ものをもって代えることができる。



一般質問発言順序決定表

令和６年第４回定例会

一般質問１日目

１２月２日（月）

議案上程後予定

一般質問２日目

１２月３日（火）

１０時開議予定

一般質問３日目

１２月４日（水）

１０時開議予定

一般質問４日目

１２月５日（木）

１０時開議予定

質問

順位
質 問 者

質問

順位
質 問 者

質問

順位
質 問 者

質問

順位
質 問 者

１ 染谷 １ 石井 １ 根岸 １ 岡口

２ 鈴木 ２ 久保田 ２ 佐藤 ２ 長塚

３ 山野井 ３ 海東 ３ 小堤 ３ 本田

４ 入江 ４ 加増 ４ 杉山

５ 古谷 ５ 遠山 ５ 細谷

６ 関川 ６ 落合 ６ 佐野



１

一般質問発言通告事項一覧表

１２月２日（月） 令和６年第４回定例会

質問

順位
質 問 者 質 問 事 項 質 問 要 旨

答 弁 を

求める者

１ 染谷和博

議 員

公共交通機関につい

て

１ 市の考え方

２ 公共交通の運転手の移住支援

３ デマンドタクシー導入

４ ライドシェア導入

５ マイカー乗り合い公共交通サービス導入

６ 有償移送サービスの今後

７ 福祉施設車両での移動支援

８ 住民主導の移送支援

市 長

学校以外の多様な学

びの場の充実につい

て

１ 市のフリースクールの現状

２ 保護者の経済的負担

３ フリースクール利用助成

教 育 長

スポハラについて １ 部活動等でのスポハラの現状

２ スポハラ防止の取組

３ 声を上げやすい環境整備

教 育 長

２ 鈴木三男

議 員

空き家について １ 空き家、管理不全空家、特定空家の件数

２ 適切な管理がなされていない空き家につい

て、市はどのような対応をしているのか

３ 相続人が相続放棄したりして、相続人不存

在の空き家

（１）相続放棄された空き家、相続人がいない空

き家に対して、市はどのような対応を取っ

ているのか

（２）相続人不存在の空き家に対する固定資産

税の課税

（３）相続人不存在の空き家に対して、固定資産

税の債権を持つ市として、裁判所に債権を

取り立てる申立てをする考えはないか

市 長

避難所運営について １ 市の令和５年・令和６年の避難所開設状況

２ 大規模災害において、広範囲に避難所を開

設した場合の避難所運営委員会の設置

市 長



２

３ 山野井 隆

議 員

令和７年度予算編成

方針について

１ 市の財政状況について、見解を求める

２ 過年度の総括と今後の方針

３ 枠配分における限度額の意思決定

４ 103万円の壁引上げに伴う、市の減収に関

する試算と対応

５ 予算・決算審査特別委員会が行った総括質

疑の内容が反映されるかを注視する

市 長

防犯対策について １ 闇バイトによる強盗事件は、対岸の火事と

は言えない。対策を強化すべきと考える

２ 防犯対策に係る経費の助成

市 長



３

１２月３日（火） 令和６年第４回定例会

質問

順位
質 問 者 質 問 事 項 質 問 要 旨

答 弁 を

求める者

４ 石井めぐみ

議 員

自転車に関する道路

交通法の改正につい

て

１ 自転車の交通ルール周知

２ ながら運転

３ 酒気帯び運転

４ 小中学校での講習の導入

５ ヘルメットの助成

市 長

教 育 長

藤代庁舎の水と緑と

祭りの広場について

１ 改修工事の提案

２ 今後の活用

市 長

市の魅力発信動画に

ついて

１ 10年前、社会現象となった「恋するフォー

チュンクッキー」の動画作成をしたが、新た

に新市長となったことを踏まえて、動画作成

の提案

市 長

防災について １ おもちゃで防災の提案 市 長

５ 久保田真澄

議 員

妊婦健診について １ 妊婦健診の利用状況

２ 妊婦健診が14回を超えた場合の追加助成

市 長

認知症対策について １ 市において、認知症の方の状況の把握

２ 認知症に対する市の取組

３ ユマニチュード（認知症のケア技法）の導

入（市民講座の実施など）

市 長

ラーケーション制度

について

１ 申請件数（小中学校別）

２ 利用した生徒、保護者の声

３ 効果と課題

教 育 長

６ 海東一弘

議 員

防犯対策の推進につ

いて

１ 防犯施策・事業への市の理念

２ 他機関等との連携と犯罪等の状況把握

３ 犯罪等を想定した訓練等の市内実施状況

４ 防犯対策への指導・支援

５ 地域等の防犯中核人材の育成

６ 防犯対策のＤＸ化に向けた市の考え方

市 長

７ 入江洋一

議 員

取手駅西口再開発事

業について

１ 住民説明会と公聴会

２ 複合公共施設の検討状況と今後の予定

３ ハード整備と合わせたソフト事業の展開

市 長



４

８ 古谷貴子

議 員

民生委員の活動につ

いて

１ 民生委員の活動

２ 民生委員の高齢化への対策（人材確保）

３ 市民への周知

市 長

家庭ごみ排出量実態

調査について

１ 家庭ごみ排出量実態調査の概要

２ 実態調査の課題の把握

３ 市民の声

４ 事業の成果と評価

市 長

９ 関川 翔

議 員

空き家対策について １ 空き家の現状と詳細

２ 空き家等所有者への対応方法

３ 改善を促す取組

４ 苦慮している点

５ 所有者不明の空き家等への対応

６ 今後の取組

市 長

ネーミングライツに

ついて

１ 初公募の周知方法

２ 今後の周知方法

３ 最低入札額

（１）設定額の見直し等

４ 施設看板設置費の現状

市 長



５

１２月４日（水） 令和６年第４回定例会

質問

順位
質 問 者 質 問 事 項 質 問 要 旨

答 弁 を

求める者

１０ 根岸裕美子

議 員

こども計画策定に

向けて～親子が、取

手に愛着を持って

生き生きと暮らす

ために、子育て環境

をより充実させる

ためには

１ こども計画策定に向けた事前調査結果

２ 調査結果から、課題と捉えていることは

３ こども計画策定に向け、検討している組織

体制や具体的な施策等は

市 長

放課後子どもクラ

ブ運営における、こ

どもまんなか対応

の浸透について

１ クラブは自分の意見や気持ちを安心して表

現できる場所になっているか、まずは子ども

の話を聞き切ることが必要

２ 支援員の意識を変えてもらうための具体策

３ 風通しの良いクラブ運営のために～保護者

と支援員の対話の場作り、子どもクラブ開放

日などの設定の提案

教 育 長

地域公共交通計画

策定の進捗状況確

認と、方向性と福祉

の視点について

１ 地域公共交通計画策定に向けた事前調査結

果分析の進捗状況と今後のスケジュール

２ 現在想定している課題認識は

３ 他市の調査からの考察と提案～コミュニテ

ィバスの在り方、乗り合いタクシーの導入、

タクシー補助券の活用

４ 公共交通と福祉の移動支援の役割分担を見

直す時期ではないか

市 長

１１ 佐藤隆治

議 員

市役所本庁舎の現

状について

１ 課の配置

２ 市民のためのスペース確保

３ 職員の執務スペースの確保

４ 庁舎建て替えの検討

５ 庁舎建設基金の創設

市 長

１２ 小堤 修

議 員

人口減少対策の推

進について

１ 人口減少を乗り越える戦略

（１）転入人口の増加

（２）結婚数と出産数の増加

２ 人口減少と共存する戦略

（１）財政難の克服

（２）行政サービスの低下防止

（３）労働力不足の解消

（４）地域コミュニティ機能の低下防止

３ 人口減少を前提とした取手市及び各地域

のあるべき将来像

市 長

教 育 長



６

１３ 加増充子

議 員

令和７年度予算編

成方針について

１ 令和７年度予算編成に当たって、市民の福

祉の向上に寄与する予算編成か市の考えを

伺う

（１）①快適で住みやすい都市の実現とは

（２）③未来をつくる世代を育むまちづくりと

は

２ いのちとくらしを優先し、安心して住み続

けられる取手市へ地域循環型社会の追求を

（１）医療・福祉の充実と子育て環境・生活基

盤整備充実を

（２）持続可能な産業政策（農業・商業など）

への転換を

市 長

公正・民主的な市政

への情報公開制度

について

１ 取手市情報公開条例の目的をどう捉え、ど

う運営しているか伺う

２ 情報公開の土台となる文書管理

（１）文書の定義とは

（２）文書処理の手続

（３）文書の取扱いの原則

（４）文書の処理基準

３ 広報とりで３月15日号で発表した図書館

を核とする複合公共施設整備について、教育

委員会等との協議内容の議事録がない。文書

管理規則に反するものではないか

市 長

教 育 長

市観光行政と夏ま

つりについて

１ 市観光予算及び補助金

２ 観光協会の主催事業と補助事業

（１）主催事業ではとりで利根川大花火はじめ

６事業、補助事業として３事業の具体的内

容

（２）補助事業の夏まつりの交付団体と交付額

３ 夏まつりへの公職者の寄附行為

市 長

選管委員長



７

１４ 遠山智恵子

議 員

平和教育について １ 日本被団協のノーベル平和賞受賞を機に、

改めて市における平和教育の取組状況を伺う

２ 我孫子市で取り組まれている「平和リレー」

もまた意味深く、ぜひ参考にしてはどうか

３ こうした取組が市に対する愛着につなが

り、住み続けることに！所見を伺う

市 長

教 育 長

国民健康保険につい

て

１ 加入者に基金の還元で保険税額引下げを求

める

（１）均等割額を減額した場合

（２）所得割を7.50から6.50、6.00、5.50に

それぞれ減額した場合

試算した場合どうか、所見を伺う

２ 既に後期高齢者医療保険に移っている後期

高齢者に基金の還元を求める

（１）基金の一部を一般会計に繰り出し、後期高

齢者に給付・支援をしてはどうか

市 長

生ごみ再利用の取組

について

１ 「生ごみは宝」「生資源」と言われるように、

ごみの減量化につなげ、生ごみの再利用で自

然に返し、「食と農」「安全な食料」に向けてよ

り一層の取組を求めるが所見を伺う

２ 学校給食での残食・処理状況を問う

３ 生ごみの資源化はいろいろな方法がある。

市としてより積極的姿勢を示し、市民への周

知を求めるがどうか

市 長

教 育 長

職員の労務管理につ

いて

１ 全国では何かと取り上げられているが、市

での状況はどうか

２ 関連した研修等はどのように行われている

か

３ 各部署ごとの再確認を行い、徹底を求める

が、所見を伺う

市 長

１５ 落合信太郎

議 員

多文化共生社会につ

いて

１ 現状認識

２ 実施施策

３ 課題認識等

４ 今後のビジョン

市 長



８

１２月５日（木） 令和６年第４回定例会

質問

順位
質 問 者 質 問 事 項 質 問 要 旨

答 弁 を

求める者

１６ 岡口すみえ

議 員

子育て支援について １ 子育て支援の現状と課題

２ 子育て支援制度の充実

３ 子育て支援体制

市 長

放課後子どもクラブ

について

１ 放課後子どもクラブの現状と課題

２ 活動内容

３ 今後の目標

教 育 長

安全安心なまちづく

りについて

１ 過去に起こった内水氾濫

２ 防災インフラの現状

３ 今後の内水氾濫対策

市 長

１７ 長塚美雪

議 員

放課後子どもクラブ

のＩＣＴ化について

１ 放課後子どもクラブＩＣＴ化の現状

２ 今後の方針

教 育 長

シティプロモーショ

ンの強化について

１ 魅力発信の取組と効果

２ 新たなアプローチ

市 長

都市計画道路の整備

について

１ 長期未着手路線の今後の見通し 市 長

１８ 本田和成

議 員

防災について １ 防災訓練

（１）避難所開設訓練実施への進捗状況

（２）広域避難訓練

（３）庁舎防災訓練

（４）シェイクアウト訓練

２ 待避所（避難所）の整備

３ 市民の防災意識向上

市 長

救急時の選定療養費

徴収の周知について

１ 市における救急状況

２ 救急事業での懸念事項

３ 選定療養費徴収の医師判断における基準

４ 市民への周知

市 長

家賃補助制度の創設

について

１ 公営住宅の意義や目的

２ 家賃補助制度の創設

市 長

１９ 杉山尊宣

議 員

小中学校の駐車場整

備について

１ 小中学校の整備状況の詳細

２ 学校駐車場の必要性について市の認識

３ 使わなくなったプールの利活用の考え

４ 今後の児童生徒数見込み

５ 今後の駐車場整備計画

教 育 長



９

２０ 細谷典男

議 員

2015 年に発生した

「いじめ自死」とい

われた事件について

１ 事件を巡る訴訟に対する高裁判決につい

て市長、副市長、教育長の所感を伺う

２ 停職処分後、被処分者に対する対応

３ 処分後の問題

（１）市民等への説明

（２）教育委員会ＨＰ

（３）遺族から人事の介入はあったか

４ 事件後のいじめ防止対策

５ 原告勝訴、県敗訴の確定判決を受けて

（１）県調査委員会報告書に対する評価

（２）停職処分が撤回された教員の原状回復

（３）他の処分者等の名誉回復など

６ ＳＮＳ、風評による被害対策

（１）今回の事件でのバッシング

市 長

教 育 長

２１ 佐野太一

議 員

市の情報化推進によ

る市民サービスの向

上及び行政経営の効

率化について

１ 多数存在する手続をワンストップで行う

ために必要と考えられる手続

（１）子育て関係

（２）介護関係

（３）災害時の被災者支援関係

２ オンライン化の推進による住民等の利便

性の向上や業務の効率化効果が高いと考え

られる手続

３ フロントヤード改革「書かない」「待たな

い」「迷わない」「行かない」窓口

市 長

教 育 長

市内の交通事情の今

後について

１ 令和７年度の地域公共交通計画策定とま

ちづくり

２ 交通ＤＸ

市 長


